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「東海サイエンス・ヴィレッジ」設立趣意書（村上試案）

1　はじめに

　20世紀を通じて目覚ましい進歩を遂げた科学技術は我々に豊かで便利な生活と長

寿とをもたたらしたが、一方では人間社会と地球環境を脅かす負の側面を持つことも

明らかとなった。21世紀には、科学技術のこの両義性の認識に立って、発展途上国

を含めた世界全体の持続的発展を実現し、人類の明るい未来を切り開くため、取り餓

えず、省資源・省エネルギーを図りつつ、新たなるエネルギー源、新たなる資源、新

たなる技術、新たなる産業の開発が不可欠である。特に、天然資源に恵まれず、利用

可能な国土面積が少ないわが国にとって、それは宿命的な課題でもあり続けている。

我が国が誇り得る唯一の資源であるf人材」をもって、この課題に取り組むことこそ、

日本のなすべき国際貢献であり、人類貢献であると考える。

2　東海村の現状（科学技術教育研究を中心として）

　昭和31年、日本で初めて原子の火が点った東海村は、以来48年にわたって、我

が国の原子力研究と共に歩んでおり、村及びその周辺には、碍本原子力研究所（原研）・

核燃料サイクル開発機構（サイクル機構）を初めとする研究施設や大小様々な研究用

原子炉・実験炉さらには核燃料の加工工場や再処理工場、民間の研究施設等が集積し、

日本原子力発電（株）の原子力発電所も稼働している。平成11年には、ウラン燃料

加工工場での臨界事故という悲劇にも見舞われたが、それをも得難い教訓として、更

なる発展を閉指して前進を続けている。

　現在、原研東海研究所の敷地内に大強度陽子加速器（」ぞARC）の建設が進められてい

るが、これは、原研の中性子科学研究計画と高エネルギー加速器研究機構（KEK）

の大型ハドロン計画を統合して計画・提案されたものである。世界最高レベルのビー

ム強度を有するこの複合陽子加速器施設は、原子核・素粒子物理学、物質科学、生命

科学といった広範な研究分野を対象に基礎科学と研究開発を推進する基盤研究施設で

あり、日本はもとより世界の先端的研究者に開放される施設でもある。尚、KEKは、

JPARCの第1期工事完成を期に（平成19年4月供用開始予定）東海村に200名規

模の分室開設を計画している。

　また、平成17年には、これまで累次にわたる「原子力の研究、開発及び利用に関

する長期計画」の下で、原子力研究開発における中核的な役割を担ってきた特殊法人

である、原研とサイクル機構が統合し、陛礎・基盤的な研究開発」から「プロジェ

クト型研究開発」までをも含む、我が国唯一の原子力研究開発の中核的拠点たる総合

的原子力開発機関（独立行政法人）として再出発することになっている。

　東海村にある大学関係施設としては、現在、東京大学が大学院工学系研究科付属の
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原子力工学研究施設、物性研究所の中性子科学研究施設及び原子力研究総合センター

の重照射管理部門と全国共同研究部門とを持っているが、平成17年4月を目途に、

大学院工学系研究科に「原子力国際専攻」と「原子力専門職専攻」を設置するべく準

備中である。前者は従来型の研究大学院で、本郷キャンパスに隣接する浅野キャンパ

スに置かれるが、後者は専門職大学院であり、東海村に置かれ、その教育には原子力

新法人が全面的に協力することになっている。

　また、茨城大学も、平成16年4月に大学院理工学研究科「応用粒子線科学専攻」

を新設したが、その講座編成は、量子基礎科学・構造生物学・中性子材料科学・エネ

ルギーリスク情報科学・基礎原子力科学（原研との連携講座）であり、東大のそれと

重複するところは少ない。尚、この専攻は、理学部（水戸市）と工学部（日立市）とを共同の

母体とした独立専攻であり、キャンパスを東海村近辺に置くことが検討されている。

　更に、総合研究大学院大学（本部：神奈川県湘南国際村）の基盤機関でもあるKE

Kは、その分室の開設に伴い、同大学の」一PARC関連専攻を東海村に移すと共に、これ

まで博士課程だけであったところに、修士課程を設置する意向をも示している。

　その他、」一PARCを主たる研究施設として使用する教官と大学院生の長期常駐を計画し

ている大学も複数校ある。

3　産学官連携の必要性

　　（科学技術・学術審議会の「新時代の産学官連携の構築に向けて」　（平成15年4月）によ

　　ると「産」とは、民間企業やNPO等広い意味でのビジネスセクターを指し、　「学」とは大

　　学、大学共同利用機関、高等専門学校等のアカデミックセクターを、「官（公）」とは、

　　国立試験研究機関、公設試験研究機関、研究開発型独立行政法人等の公的資金で運営され

　　る政府系試験研究機関を指すという。しかし、ここでは、コーディネーターとしての地方

　　自治体を「官（公）まの中に含めて考えたい。）

　従来の原子力研究開発関連施設に加えて、J・PARCを中心に教育研究環境が更に充実

しつつある東海村は、我が国を代表する工業都市である日立市に隣接しており、東京

から130キロ、筑波研究学園都市から60キロの地点にある。ここで行われようと

している、原子力・物質生命科学・素粒子科学等の学際的基礎研究は、　「第2期科学

技術基本計画」が掲げる重点分野のうち、エネルギー分野、製造技術分野は勿論、ラ

イフサイエンス分野、環境分野、ナノテクノロジー・材料分野をカバーするものであ

り、分野を超えて連鎖反応的に予想外の成果を生み出したり、産業化に直結する可能

性も高い。東海村の立地条件を活かせば、これらの分野における「基礎研究→応用研

究→産業化→更なる基礎研究」というサイクルを効率的に繰り返すシステムを構築す

ることは十分に可能であり、我が国の産業競争力の強化という観点からも、強く期待

されるところである。それを具現化するには、ここに集まる教育研究機関・民間企業
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及び行政当局の問に柔軟かつ緊密な連携・協力関係が育まれ、さらには研究者・技術

者等の流動性を高めることが必要である。

　また近年、独創的な基礎研究から製品化のための技術開発に至るプロセスがますま

す短縮され、その間のフィードバックが非常に重要になっており、大学等と産業界と

の距離が急速に縮まりっっある。産学連携・協力が可能で、大きな成果が期待できる

これらの分野では、それぞれの特性を踏まえながらも、互恵の精神に基づいた開放的

で合理的なシステムのもとに、情報交換・施設設備の共同利用・研究者の交流・共同

研究、そしてそれぞれの分野における優秀な人材の育成を図ることが期待される。

　かかる認識に立つことによって、産学官連携の核となる組織として、原子科学全般

にわたる総合的かっ国際的な大学院誘致の構想が生まれた。そこで、東海村がコーデ

ィネーターとなり、大学院・研究機関・近在の企業等と共に、　「東海村に大学院を誘

致する懇談会」を設置し、その実現可能性の検討を「東海村に大学院を誘致する研究

会」に委ねた（平成15年8月）。

4　「東海サイエンス・ヴィレッジ」構想

　平成15年12，月、　「東海村に大学院を誘致する懇談会」は同研究会より、　「複数

の、既設の大学院やこれから新設される大学院等を1っのキャンパスに収容する『コンソ

ーシアム（consortium；共同体）』という新しい形の教育・研究環境を、『東海サイエンス・

ヴィレッジ（仮称）』として作ることが可能であり、かっその推進を積極的に検討すべきで

ある」との報告を受けた。そのメインキャンパス候補地は、原研および東大原子力工学研

究施設に近接する、　「NTT茨城研究開発センタ」跡地である。

4－1　「東海サイエンス・ヴィレッジ」のイメージ

　「社：会のための、社会の中の科学技術（第2期科学技術基本計画）」という観点から

は、当然、科学技術と社会との双方向コミュニケーションを図るための条件整備が必要

である。そこでは自然科学と人文社会科学とを総合した英知が求められ、また、知の創

造と活用とにより世界に貫献ずるという、我が国の科学技術政策に鑑み、このコンソー

シアムはいろいろな面で、「学際的」であると共に「国際的」であることも要求される。

「東海村に大学院を誘致する研究会」で描かれた「東海サイエンス・ヴィレッジ」の

イメージは、おおよそ、以下のようなものである。

a。大学院の融合　→　研究機関・民間企業等を含むコンソーシアム

　　　「原子力二法人の統合に関する報告書（案）」（平成15年、「原子力二法人統合準備

　会議Dによると、新法人の新しい任務として、①放射線利用などエネルギー分野以外

　の基礎から応用まで幅広い科学技術の研究開発や産業分野の創出に貢献する、②大学

　における原子力研究教育基盤の弱体化傾向が現れてきている現在、大学との連携協力
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による原子力分野での人材育成に貢献する、③新法人以外のものが原子力に関する研

究施設設備を保有すことが困難になっている現状を踏まえ、新法人が保有する施設設

備を広く産学官の共用に供すること、などが挙げられている。

　JPARCおよび既存の実験用原子炉等を利用する研究分野は広範に及び、原子「力」

に直接は関係しない物質科学・生命科学等も含まれる。また、これらの施設を利用

する研究者は全国の大学や企業等に散らばっており、小さな研究室単位で東海村

に研究拠点を構えることが予想される。この場合、それらの研究室が互いに連合

し、同時にKEKや新法人、民間企業等と連携して教育研究を行うことが合理的

である。

　今後、新法人と：KEKが中心となって、フランスの国立原子力科学技術研究所

σNSTN）のような形態に移行することも十分に考えられる。

b．知の総合

　　近代科学は、人文・社会科学を含めて、それぞれ特殊の領域で成立する法則を探求

　する個別科学として発達してきたが、それは本質的に、自らの根本前提には無反省で

　あり、対象とならないものにはあまり意を介さないという性質を持っており、近代以

　降、哲学・宗教・芸術等と対立関係あるいは無関係の関係となってしまった。特に、

　技術と結びついた自然科学は、方法的にも対象的にも、大きく拡がりながら、社会の

　発展や生活の向上に貢献する一方で、人類の生存や基本的倫理観すら脅かすまでにな

　っている。この急速な科学技術の進展が、一般市民にとって科学技術を「ブラックボ

　ックス化まさせており、それが科学技術そのものに対する不信感や無関心の原因とな

　っている。今や、科学技術の基礎や方法への反省が科学自身の課題となっており、改

　めて「知の総合」が求められているのである。また、科学技術と一般市民との「通訳」

　とも呼ぶべきサイエンス識ミュニケーターのような人材を育成することも、両者の問

　に拡がりつつある知のギャップを埋めるという意味で、一つのギ知の総合jである。

　　東海サイエンス・ヴィレッジは、コンソーシアム参加機関や個人に分散している知

　識・情報を互いに共有できるシステムとして構築し、新たな知識・技術・産業の創造

　を目指すと共に、人文社会科学的な哲学に基礎を置いた統一的な科学的世界像の確立

　を目指すものである。

　　国境・分野・機関の枠を超えた知識の集積の上にヴァーチャルなコミュニティを形

　成すると同時に、同じキャンパスに異分野の研究者・技術者・学生等の多種多様な人々

　が集うというリアルな環境は、これまでの硬直的な教育・研究・産業形態や社会・生

　活形態を大きく変える可能性がある。

c．国際性

　　我が国の全国共同利用施設は国際共同利用施設でもある。つくば市にあるKEK：に
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集まる共同利用研究者の3分の2は外国人であるが、J－PARCが完成すれば、東海村

にも多くの外国人研究者が訪れることになる。彼らにとって快適な研究・生活環境と

は、決して「外国人のための特別な施設」ではなく、日本人と一緒に気持ちよく研究・

生活できる環境である。そのような環境を整えるには、物理的な環境整備ばかりでは

なく、各種行政サービスの改善、各種ボランティア活動等の活性化なども望まれる。

　また、加速器や原子炉を利用するために、外国の大学や研究機関等がこのコンソー

シアムに参加する可能性も十分にあり、それらとの単位の互換制度・交換留学制度あ

るいは国際的・学際的研究システムの構築を図ることも考えられる。将来的には、国

際原子力大学（Wbrld　Nuclear　Universi書y）と連携し、そのアジア分校の役割を担う

ことも視野に入れておく必要がある。

4－2　「東海サイエンス・ヴィレッジ」の目的と活動

　　このようなイメージのもとに設置される「東海サイエンス・ヴィレッジ」の目的は、

　取り敢えず、

　　　a．　原子科学技術及びその周辺・関連分野の教育研究及び産業の発展に資する

　　　b．　全世界の持続的発展のために必要な人材の育成を図ること

　の2点である。これらの冒的を達成するために行われる活動には以下のようなものが

　考えられる。

　　　1　大学院教育：事業

　　　　　シラバスの標準化とインターネットによる遠隔授業（e一ラーニング）

　　　　　大学院間の連合、研究所・企業等との連携

　　　　　共通事務室の設置

　　　1　原子力人材育成事業（原産会議のNesNetと連携）

　　　　　研修プログラムの標準化とeう一ニングによる技能者教育支援

　　　　　e一ラーニングによるリカレソト教育

　　　皿　産学官連携・共同研究事業

　　　　　技術移転組織（TLO）の設置

　　　　　共同研究支援

　　　　　各種起業支援

　　　　　人材交流

　　　w　国際交流事業

　　　　　海外の大学院・研究施設等との連合・連携・人材交流

　　　　　留学生・研修生の受け入れ

　　　　　国際的ベンチャー企業の育成

　　　V　科学教育支援事業

　　　　　初等・中等教育学校に対する科学教育支援
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　　教員・ジャーナリスト・行政担当者等のためのゼミナール開催

　　サイエンスコミュニケーターの養成

VI社会貢献事業

　　一般社会人を対象とする各種公開講座の開催

　　各種科学イベントの開催

VIIキャンパス・宿舎・学生寮等の管理運営事業

粗　その他

　上記活動の先進事例としては以下のようなものがあり、これらを参考に、東海村の実情

に合った、そして東海村住民のためにもなる最適なシステムを構築したい。

　教育研究のハード面：　「キャンパス・イノベーションセンター」　文部科学省が東京

　　　と大阪に設置しており、リエゾンオフィス及びサテライトキャンパスのスペースを

　　　大学等に賃貸。

　教育研究のソフト面：

　　　「大学コンソーシアム京都」　京都周辺の約50大学が加盟し、大学教育改善と地

　　　域社会・産業界との連携を強めるための活動を行っている。財団法人による運営。

　総合施設：

　　　咽際研究交流大学村」　独立行政法人産業技術総合研究所の『臨海副都心センタ

　　　一」、科学技術振興事業団の「目本科学未来館」、財団法人艮本国際教育協会の「国

　　　際交流館（留学生・研究者宿舎）」の3施設から成る。

5　「東海サイエンス・ヴィレッジ」設立の提案

　本構想は、地方分権の時代にあって、これからの地方自治体が、エネルギー政策や

科学技術政策といった国の基本計画にどう関わりを持ち、地方行政の立場から、いか

にそれに協力し、同時に、地域住民のために役立てるかを考える一つのモデルとなり

得るものと考える。

　まだまだ流動的ではあるが、その方向性は正しいものと確信し、ここに「東海サイ

エンス・ヴィレッジ」の設立を提案する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

平成16年4月22日
東海村長　　村上達也

319・1192

茨城県那珂郡東海村

　　　白方1748・1
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嚢響鞍磯

鼠、

日本原子力産業会議

会長　西澤　潤一

第37回原産年次大会
準備委員長　茅　陽一

第37回原産年次大会

基調テーマ　「どう考える一一明日の日本の原子力」

　原産年次大会は、エネルギー・原子力の開発利用上の重要な問題について、重要課題と

その解決策を見出すための指針を得るとともに、原子力研究開発利用の進め方について広

く社会の理解促進に寄与することを目的として、原子力分野に携わる関係者のみでなく一

般市民を含めた各分野の方々の参加を募り、原子力の問題、課題、将来展望などについて、

意見の発表や討論を行ってきました。

　昨年10月に閣議決定されたわが国初のエネルギー基本計画の中で、原子力には今後も

基幹エネルギー源としての役割が大きく期待されています。しかしその一方で、国民から

の信頼回復、電力市場自由化拡大への対応、燃料サイクル確立など、克服すべき様々な課

題が山積しております。

　こうした状況のもと開催される本年の大会は、「どう考える一一明日の日本の原子力」を

基調テーマとしました。大会ではまず、世界やわが国社会の将来を多様な角度から展望し

ます。、その上で、エネルギー供給や環境問題への対策はどうあるべきか。また、転機を迎

えている民間原子力界の改革の重要性を踏まえながら、わが国が今後も原子力開発利用を

進めていく申での喫緊の課題である適切な安全確保の仕組み、原子力技術知識の継承、電

力自由化とバックエンド事業を取り上げ、今いかに考え、何をすべきか一一について深く

議論を交わすこととします。

　さらに今大会は、多様なNPO・NGO関係者や幅広い層の市民が参加して、積極的に
意見の発信を行づ場としてのセッションを設けました。

　第37回原産年次大会は、参加者の一人ひとりが明日の日本と原子力について深く考え

ていただく大会となるよう強く期待いたします。



第37回原産年次大会プログラム

基調テーマ：どう考える一一明日の日本の原子力

開　催　日：平成16年4月21日（水）～23日（金）

場　　　所：文京シビックホール・大ホール

4月2・鷲ヨ｛水｝ 4月22臼㈱ 4月23日｛金｝

受付開始（9：15～）
　　　　A　　い　ξ　　　、

@　　（9：45～10：45）

寥ｴ産会長所信

尓ｶ部科学大臣所感

實ﾈ学技術政策担当大臣所感

寥o済産業大臣所感

尅蜑?準備委員長挨拶

一　　　　（9：30～12：00）

@　　「長期展望に立って

?こう粗年間に何をすべきか」

@　　　〔パネル討論〕

V望ましい原子力安全確保体制の

@　　　構築に向けで

一　　　（9：30～12：30）

u自由化のもとでバックエンド

@習業をいかに進めるか」

@　　〔パネル討論〕

懸（10：45～12：30）

　昼　休　み

i12：30～14：00）
　　　　　灘
@　　　（12：30～14：30）

iHグランドパレス・ダイヤモンドルーム1
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　　　　颪ノ　、　（13：00～）

一「市民社会の申の原子力2

@　　〔小ホール）

一　　　　（14：00～17：30）

忠艨Xはどのような社会を罠指すのか

黹Gネルギー問題を他との連鎖の

@　　　なかで考える」

@　　　〔パネル討論〕

@”今後の長期社会像を描ぐ

一　　（15：00～17：45）

w変貌する原子力工学教育と

@　技術墓盤の構築」

@　　〔パネル討論〕

　　第窪部（13：30～15：30）

@　　脚0／駝0フォーラム

@”日本のエネルギー・原子力、

@　環境政策をこう改革したい”

@　　　　〔パネル討論〕

o｝｝第2部（15：45～17：30）

@市民の意見交換の集い

W豊かさってなんだろう？”

@　　　　　「

鯉　　　　（18：00～19：30）

iHグランドパレス・ダイヤモンドルーム）



《第1日　4月21日（木）　》

　　　受付開始（9：15～）
於東京・文京区文京シビックホール

【開会セッション】9：45～10：45

〈議長〉川［］文夫　中部電力（株〉社長

原産会長所信表明

　西澤潤一　　　　（社）日本原子力産業会議会長

文部科学大臣所感

　河村建夫　　　文部科学大臣

科学技術政策担当大臣所感

　茂木敏充　　　科学技術政策担当大臣

経済産業大臣所感

　中川昭一　　　経済産業大臣

大会準備委員長挨拶

　茅　陽一　　　　東京大学名誉教授

　　　　　　　　　（財）地球環境産業技術研究機構副理事長

〈議長〉岡村

　　【特別講演】10：45～12：30

正　　（株）東芝代表執行役社長

「フランスの原子力開発政策の現状」

　A．ビュガ　　　フランス原子力庁（CEA）長官

「中国のエネルギー戦略における原子力の位置付けと原子力開発の現状」

　康日新　　　　中国核工業集団公司（CNNC）総経理

「米国原子力安全規制の現状と将来展望：21世紀の規制計画」

　N．ディアス　　米国原子力規制委員会（NRC）委員長

〔昼休み〕12●30～14．00



　　〔セッション1〕14：00～17：30

　　　　「我々はどのような社会を目指すのか

一一 Gネルギー問題を他との連鎖のなかで考える」

〈議長〉茅陽一　　東京大学名誉教授
　　　　　　　　　　（財）地球環境産業技術研究機構副理事長

〔基調講演〕

「持続可能な社会の構築に向けて」

　　柴田昌治　　　　日本経済団体連合会副会長、日本ガイシ（株）会長

〔パネル討論〕“今後の長期社会像を描く”

第1部
　加藤秀樹

　鈴木基之

　田申明彦

　長谷川眞理子

第2部
　加藤秀樹

　鈴木基之

　田中明彦
　中村政雄

　矢島正之

構想日本代表、慶応義塾大学教授

放送大学教授、国際連合大学特別学術顧問

東京大学東洋文化研究所所長

早稲田大学教授

　　　前　出

　　　前　出

　　　前　出

科学ジャーナリスト

（財）電力中央研究所　理事待遇

【レセプション】18：00～19：30

（ホテル・グランドパレス2F「ダイヤモンド・ルーム」）



《　第2日　4月22日（木）》

　　〔セッション2】9：30～12：00

「長期展望に立って向こう10年間に何をすべきか」

〈議長〉秋元勇巳　三菱マテリアル（株）相談役

第1部：〔原産報告〕

「安全で社会に貢献する原子力をめざして」

　　宅間正夫　　　　（社）日本原子力産業会議専務理事

第2部：

〔パネル討論〕“望ましい原子力安全確保体制の構築に向けて”

飯田浩史

河原璋
岸田哲二

笹岡好和
佐々木宜彦
C．ダガー

N．デイアス

宮　健三

産経新聞論説顧問
（株）日立製作所常務電力・電機グループ技師長

関西電力（株）副社長

全国電力関連産業労働組合総連合会長

経済産業省原子力安全・保安院長

米国原子力エネルギー協会（NEI）副理事長

米国原子力規制委員会（NRC）委員長

慶応義塾大学教授

　　　　〔午餐会〕12：30～14：30

（ホテル・グランドパレス2F「ダイヤモンド・ルーム」）

〈司会〉西澤潤一　　（社）日本原子力産業会議会長

〔原子力委員長所感〕

　　近藤駿介　　　原子力委員長
〔新潟県副知事挨拶〕

　　高橋正樹　　　新潟県副知事
〔特別講演〕

「江戸の文化と庶民の知恵」

　　竹内　誠　　　　江戸東京博物館館長

　　　　　　　　　　　【原子力映画上映】13：00～

（文京シビックホール・大ホール）



【セッション3〕15：00～17：45
「変貌する原子力工学教育と技術基盤の構築」

〈議長〉藤井靖彦　東京工業大学原子炉工学研究所教授

〔講演〕

「米国における今後の原子力教育・研究について」

　L．フォーク　　米国原子力学会（ANS）会長
「重くなる技術者の責務と倫理教育」

　宮本一子　　　　（社旧本消費生活アドバイザ㌧・コンサルタント協会

　　　　　　　　　消費生活研究所長

〔パネル討論〕

　井頭政之
　上坂　充

　北村俊郎
　工藤和彦
　田中俊一
　村上達也
　渡辺　格

東京工業大学原子炉工学研究所助教授

東京大学大学院教授
日本原子力発電（株）理事

九州大学大学院工学研究院教授
日本原子力研究所副理事長

東海村村長

文部科学省研究開発局原子力課長



《　第3日　4月23日（金）》

　　　〔セッション4】9：30～12：30

「自由化のもとでバックエンド事業をいかに進めるか」

〈議長〉鳥井弘之　東京工業大学教授

〔基調講演〕

「資本市場からみた電力自由化」

　圓尾雅則　　　　ドイツ証券会社株式調査部ディレクター

「バックエンド事業一今何をなすべきかj

　神田啓治　　　京都大学名誉教授、エネルギー政策研究所長

〔パネル討論〕

　神田啓治
　」．一J．こゴトロ

　佐竹　誠

　塩越隆雄
　山地憲治

　　　前　出

フランスAREVA社副社長
東京電力（株）取締役原子力本部副本部長

東奥日報常務取締役編集局長

東京大学大学院教授

〔昼休み〕12　30～13　30

【セッション5】「市民社会の中の原子力」

　　（文京シビックホール・小ホール）

　　　　　【第1部】13：30～15：30

　　　　　　　NPO／NGOフォーラム
“日本のエネルギー・原子力、環境政策をこう改革したい”

〈コーディネーター〉

　　井川陽次郎　　　読売新聞論説委員

〈コメンテーター〉

　　内山洋司　　　筑波大学教授
　　　　　　　　　　「フォーラム・エネルギーを考える」メンバー



〔パネル討論〕

　青野千晶
　秋庭悦子
　上田昌文
　大林ミカ
　柏谷弘陽
　坂元浩治

NPO法人「10J（日本の将来を考える会）」企画運営委員

NPO法人「あすかエネルギーフォーラム」理事長

市民科学研究室代表

NPO法人「環境エネルギー政策研究所」副所長

NPO法人「資源循環型社会発信地域創造グループ」代表
全国電力関連産業労働組合総連；合社会・産業政策局長

【第2部〕15：45～17：30
　　　市民の意見交換の集い
　　“豊かさってなんだろう？”

〈コーディネーター〉

　　土屋佳子　　　フリーアナウンサー

〈コメンテーター〉

　　大橋照枝

　　鈴木由紀子

　　別府庸子
　　ほか

麗澤大学国際経済学部教授・消費生活アドバイザー

フリーライター

兵庫県立大学環境人間学部教授

〈レポーター〉原子力関係組織の女性職員数名



4月21日（水）

開会セッション（9：45－10：45）

議長：川口　文夫　中部電力（株）社長



大会準備委員長挨拶

　　　　　東京大学名誉教授

（財）地球環境産業技術研究機構副理事長

　　　　　　　茅　陽一

　日本のエネルギー政策は今ひとつの曲がり角にさしかかっている。2002年に成立し

たエネルギー基本法にもとづいて、昨年エネルギー基本計画が作成され、エネルギーの安

定的な供給と環境の保全、そしてその前提のもとでの市場原理の活用という3つの原則が

エネルギー政策の基本として承認された。更に、その基盤としてエネルギーシステムのあ

らゆる側面での安全性の確保があることはいうまでもない。

　原子力発電は、このような前提条件からみて、基幹電源として今後も推進すべきもの、

と位置づけられているが、一方において問題は山積している。やはり基本計画で推進すべ

きものと位置づけられた核燃料サイクルを完結させるためには、使用済み燃料再処理、高

速増殖炉、とりあえずのプルサーマルとそのためのMOX燃料製造、高レベル廃棄物最終

処理などの要素を実現しなければならないが、いずれも現段階では実現に至っていず、一

方において各発電所における使用済み燃料の蓄積は次第にその限界に近づいている。また、

これらのバックエンドのコスト負担をどのような形で誰が行うのかもまだ確とした答えが

出されていない。一方において、人口がやがてピークをうち、減少に向かうこともあって、

電力需要が今後低成長路線をたどることは多くの予想するところである。原子力は日本全

体ですでに電力の1／3を占めているが、経済的に考えても、年間負荷率の比較的低いわ

が国では、ベース電源である原子力のシェアの拡大には限界があろう。

　このような状況下では、単に従来の経緯にとらわれることなく、原子力のありかたを総

合的・長期的視点から見直し、社会経済的にも技術的にも出来るだけ合理的な方向を探索

しなければならない。また、そこでは、国際的な原子力の動向も当然このような検討にお

ける一つの重要な要素であろう。今回の原産年次大会は、そのような視点から、原子力の

今後の方向を幅広く論議し、少しでも建設的な考え方を引き出すことを目標として組織さ

れている。関係各位の積極的な発言をぜひとも期待したい。



［MEMO］



4月21日（水）

特別講演（10：45－12：30）

議長：岡村　正　　（株）東芝代表執行役社長



フランス原子力政策の実情

フランス原子力庁（CEA）長官　A．ビュガ

　今回の年次大会に日本原子力産業会議が選んだテーマ「どう考える一か日の原子力」は、

フランスでも諸外国でも、今までになく最大の関心事である。原子力発電の未来はつまり

は地球全体の関心事である。

フランスにおける国家エネルギー討議

　この議論はフランス工業大臣が音頭をとって昨年前期に始まった。結果として，政府は

エネルギー骨格法とも言える法律を起案し、大臣協議を経て2004年に国会の投票にか

けることになった。

　この法律案が目指す主眼は二つの要件を両立させる必要性にある。すなわち、エネルギ

ー供給、それによる国のエネルギー自立、ならびに持続的発展の中で環境に配慮すること

である。

　フランスでは58基の原子力発電所が運転中で、欧州でも最善の安全と経済性を前提に

75％の電力を供給している。

　フランスでも近い将来、各種エネルギー源のよりバランスの取れた組み合わせを作り上

げていく中で、原子力発電の占める割合は減少するだろう。それでも、原子力は主要な電

源として残るだろう。

CEAはヨーロッパでの研究の主役

　CEAは研究、開発、革新の主役である。エネルギー分野では、　CEAは、地球温暖化

ガスを発生せず環境への悪影響を軽減する発電形態の安全性、経済性改善に努めている。

その中でも特に、将来の原子力発電の根幹となる二つの点について考えてみることとする。

ひとつは放射性廃棄物に関する研究であり、他は未来の原子力発電についてである。

　放射性廃棄物に関しては、容量も毒性も低減し、かつ長期にわたって安定化した保管の

ために非常に満足できる研究成果を得ていることを申し上げたい。前述した法律案に鑑み、

政府と国会は2006年に放射性廃棄物管理のためのオープンで柔軟な総合的な対策を決

めることになっている。

原子力の将来を見通して

　AREVAグループが開発したEPRは、70年代に建設された第一世代の原子力発電

所を引き継ぎ、20！5～2020年には戦列に加わるだろう。EPRを導入するという

2003年12月のフィンランドの選択に続き、フランスでも近くその初号機建設の意思

決定がされるだろうと、首相も最近明言している。

　したがって、これからの40年は第二世代と第三世代の原子力発電所が共存し、原子炉

と燃料サイクルを最適化した第四世代原子炉に自然な形で移行して行くだろう。そしてそ

の初号機は2030年頃になるだろう。



　この移行議論はGIF（第四世代原子炉国際フォーラム）でなされるだろうし、CEA
は将来の原子炉に向けての研究投資に積極的参加の手を挙げている。

　結論的には、世界の原子力市場再生の環境は今やそろっていると言える。ひとつには、

原子力産業は成熟してかなりの経験を活かすことができ、第三世代原子炉がすでに戦列に

参加できることである。さらに第四世代原子炉も国際分業での研究開発により、その実現

が見えてくるだろう。



中国のエネルギー戦略における原子力の位置付けと

原子力開発の現状

中国核工業集団公司（CNNC）総経理　康日新

　中国核工業集団公司（CNNC）は原子力開発の過程における技術の主要開発者である

と同時に、中国で運転申、建設中のすべての原子力発電所に対する主要投資家である。

中国政府はr第10次5ヶ年計画のエネルギー開発の重点項目に関する具体的計画」の中

でエネルギー戦略を「エネルギーの安全を保障し、エネルギーミックスを合理化し、エネ

ルギー効率を上げ、生態環境を保護し、開放政策を継続拡大し、西部地域の開発ペースを

早める」ものとして明確に位置付けている。また、電力産業の開発の原則も、「水力発電を

積極的に開発し、熱出力構成を最適化し、原子力発電を適度に開発し、地方の条件に適合

する新たなエネルギーを開発する」として定められている。

　第10次5ヶ年計画における中国政府の「原子力発電を適度に開発する」との原則、お

よび「国産化された補強的原子力発電プロジェクトを適宜開始する」との目標は、中国の

エネルギー開発における原子力発電の立場と重要性を確認するものである。原子力発電は

中国のエネルギーミックスにおいて、実験的で補償的電源に位置付けられている。

　中国における原子力発電開発計画は、2020年までに総電力設備容量の4％を占める

設備容量36～40GWを達成することを暫定的目標としている。

原子力発電は、多様化されたエネルギーミックスの促進、エネルギー安全の向上、ならび

に中国におけるエネルギーミックスの改善に対し、より重要な役割を果たすであろう。

現在のところ、6ヶ所の原子力発電所で11基の原子炉が運転中または建設中であり、そ

のうち8基は商業運転中であり、残りの3基が建設申である。建設中の3基は2005年

末までに商業運転を開始する見込みであり、その時点で原子力発電の設備容量は、合計8．

7GWに達する。

　中国は現在、研究開発、設計、機器の製造、建設と設置、試運転ならびに運転を含む中

小規模のPWR原子力発電所の自主建設システムを擁iしている。相互に支え合う3つの発

電機器製造基地が中国の北東部、南西部、そして上海に設立されている。中国は1，000

MW級の大型PWR原子力発電所の自主設計と機器の現地製造の予備的基盤を有している。

中国政府は、原子力エネルギーの応用と開発に関して熱中性子炉、高速増殖炉、および制

御された熱核融合炉から成る「3段階」の原則を採用している。

　中国は原子力開発について段階的導入の方針を採用する。当面、我が国は「中国と外国

の協力を続行しっっ主として自力に頼る」との原則に従い、技術的に実証済みで安全なP

WR機器の建；設を主眼としつつ、一方で改良型PWRとHTGRの研究開発を実施し、独

自の知的財産による先進技術を開発することとしている。独自の知的財産による改良型P

WRは2010年以降に大量に建設される予定である。2020年以降に建設される原子
炉の種類は、安全性と経済性がさらに改善されたより先進的なものとなる予定である。

現在、中国政府の管轄当局は、原子力開発を整備する目的で原子力発電開発計画を策定し、



実施するため積極的な措置を講じつつある。「中国と外国の協力を続行しつつ主として自

力に頼り、国産化を推進しつつ技術を導入する」との原則により、中国の原子力発電所建

設は自己依存と標準化に向けて着実に前進するであろう。



米国の原子力安全規制の現状と将来展望：21世紀の規制計画

米国原子力規制委員会（NRC）委員長　N．ディアス

　米国における原子力発電所の規制は確とした機i能的な土台に基づいて行われているが、

変りつつもある。従来のしきたり、やり方、既定事項の上に立って、最新の安全手法およ

び技法を開発、試用、適用している。それは現実味のある保守的立場に基いたりスクイン

フォームド規制、性能準拠の規制を含むものであり、2！世紀の規制計画を整備するため

である。現行の規制を織物になぞらえるなら、1960、70、80、90年代に一本ず
つ編み込み、縫い合わせたものが今までは効果的に役立った。しかし、この寄せ集め細工

はこれからの規制、特に新世代の原子力発電所規制には適さない。21世紀の技術開発に

歩調を合わせ、それに見合った規制計画が必要であり、それを作り上げていくことになる。

　NRCはこれからも104基の既存発電所をきちんと監督し、ライセンス更新、出力増

強などの許認可変更申請の審理を続ける。それに加えて、標準設計認証を進めており、早

期サイト許可や一括運転認可を含む新しい分野の監視に着手している。新型炉の設計とそ

の申請準備作業も進んでいる。新しい規制の織物は系統立てて、規律正しくオープンに編

まれている。
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4月21日（水）

セッション1（14：00－17：30）

議長：茅　陽一　東京大学名誉教授

　　　　　　　　　（財）地球環境産業技術研究機構副理事長

「我々はどのような社会を目指すのか

一エネルギー問題を他との連鎖のなかで考える」

　国民が将来にわたり文化的な生活を継続して保証していく上での極めて重要な要素とし

て、自然環境の保全、社会の平和と安定、食糧や水資源の確保、エネルギーの安定供給、

科学技術、健康の維持などが挙げられる。人間の存続にとり本質的と言えるこれらの要素

は互いに強く連鎖しているため、個々の問題を単独ではなく複合的な観点から、それぞれ

の関連において捉え、課題解決への道を探ることが重要である。

　このセッションでは、基調講演で今後の人間社会のあり方や産業・経済等の行方につい

て展望する。さらにパネル討論では、様々な領域の有識者が専門的な知見をもとに長期的

な社会像を描き、わが国が持続可能’ ﾈ発展（あるいは国家社会の存続）を可能とするため

の必須条件（様々なセキュリティ）や解決すべき課題を浮き彫りにし、社会にあらためて

問いかける機会とする。とくにパネル討論第2部では、エネルギー問題を視野に入れなが

ら今後のわが国が進むべき方向を探る。



持続可能な社会の構築に向けて

臼本経済団体連合会副会長

　日本ガイシ（株）会長

　　　柴田　昌治

　中国は市場経済を取り入れ、外国からの投資を積極的に受け入れてきた結果、現在GD

P換算で年率8％近い成長を続けており、国際的な景気拡大の牽引車となっている。今年

のダボス会議では、中国関連のセッションはどれも盛況であった。一方で、中国の旺盛な

需要の影響で、鉄鋼や銅、紙パルプなど素材の需給が逼迫し、日本でも影響が出はじめて

いるように、中国発のインフレを懸念する見方もある。水資源の消費も増大し、水不足の

不安が拡大している。中国は2020年にはGDPを2000年の4倍にするという目標
を掲げている。日本もかつては二桁近い高度成長を続けた時期があったが、それはせいぜ

い人口1億人程度の規模のことであった。13億人もの人口を持つ中国の急成長は、世界

経済や地球環境に多大な影響を及ぼす。いかにして世界経済の持続性（s慧stainabillty）

を確保し、環境破壊を防ぐかは、中国はもとより世界共通の課題である。

　一方、グローバル化の陰では様々な格差が生まれ、それが更に拡大している。アフリカ

地域では、1日1ドル未満で生活している人の数は’99年には3億人だったが、’15年に

は3．5億人に増加すると予測されている。また、インターネットを利用している人々と、

その恩恵にあずかれない人々の問で経済格差が拡大している。この状態が改善されなけれ

ば、いずれ社会が不安定になりかねない。

　20世紀は、大量生産、大量消費、大量廃棄の時代で、様々な公害の問題や廃棄物の増

大、地球の温暖化などの問題に人類は直面した。これらの問題の解決は喫急の課題であり、

その意味で21世紀は環境の世紀である。日本は資源小国であるがゆえに、省エネルギー・

省資源の技術を培うことが出来た。今後はこれらに加え、様々な分野でのリサイクル技術

の開発と活用を促進し循環型社会を早急に構築するとともに、これらの技術を世界へ提供

することによって世界の環境保全に貢献すべきである。このことは日本経団連の新ビジョ

ンの中でもヂ環境立国」戦略として掲げられている。

　良好な地球環境を維持しっっ、様々な格差に橋を架けることが今世紀初頭の重要な課題

である。日本には、「もったいないjという言葉がある。その思いをもって、持続可能な循

環型社会の構築をめざすことが我々の役割であると思う。



発表要旨

　構想日本代表

慶応義塾大学教授

　加藤　秀樹

1．　私たちが現代文明の繁栄を享受できるのは、つきつめると科学、技術と鉱物資源

　エネルギーのおかげだと言える。一方で、地球環境問題から、日常の生活習慣に至る

　　まで、その弊害も目立ってきた。これらに対してエネルギーの供給と消費の両面でど

　　う対応するかが、私たちの長期的な課題だ。

2．　　同時に、目の前にある個人の生活、国家運営、国際関係はユートピア的世界を前

　提にはできない。生活レベルの維持、企業の競争力強化、食料やエネルギーの確保は、

　社会のプレイヤー（個人、企業、国家など）すべてにとって日々の問題である。しか

　　も、経済的な繁栄の到達レベルが大きく異なる国家間で、競いあいながら協調もして

　　いかなければならない。

3．　以上のような相反する課題にどうこたえていくか。特に国家戦略、政策目標をど

　　う設定していくか。真剣な議論が必要であると同時に、政治のカが問われている。

　これらを集中と分散、グローバルとローカル、公と私、国家と企業などをキーワードと

して考えてみたい。



発表要旨

　　　放送大学教授

国際連合大学特別学術顧問

　　　鈴木　基之



　　　　　　　発表要旨

東京大学東洋文化研究所所長　田中　明彦



　　　　　　　発表要旨

早稲田大学経済学部教授　長谷川　真理子



発表要旨

科学ジャーナリスト　中村　政雄

これからの課題と対応

1
9
山

3．

地球温暖化は異常気象、災害、水不足を増大させる。

環境適合のエネルギーシステムが要る。

自然エネルギー、原子力発電、燃料電池自動車。

脳の未利用チャンネルの活用。音感、視覚、味覚、臭覚など



エネルギー市場自由化の下で持続可能な発展をいかに確保していくか

（財）電力申央研究所理事待遇矢島　正之

　エネルギー政策は、エネルギー・セキュリティの確保やエネルギーの利用に伴う環境問

題の解決を通じて持続可能な発展を可能とするものではなくてはならない。世界的に、1

970年代から1980年代の半ばにかけて主要な政策課題は、エネルギー・セキュリテ

ィの確保であった。しかし、1980年代の後半以降は、エネルギーに関連した環境問題

の解決が重要な政策課題となるとともに、効率化、言い換えれば自由化が新たな政策課題

として加わった。そのため、現在では、市場自由化の下でセキュリティや環境の観点から

いかに持続可能性を確保していくか問われるようになってきており、また自由化、セキュ

リティ、環境の政策の整合性確保が求められるようになってきている。

　しかしながら、これまで地球規模の環境問題への関心の高まりや市場自由化の潮流の中

で、自由化政策と環境保全政策が優先される傾向があり、エネルギー・セキュリティ政策

は大きなウェイトを占めてこなかった。また、自由化政策と環境保全政策との整合性確保

も十分に考慮されてこなかった。21世紀に入ると、政策問の不整合の問題が浮かび上が

るとともに、エネルギー・セキュリティ政策の重要性が増してきている。2001年夏か

ら2002年初めにかけて米国カリフォルニア州の電力危機が発生したが、同州では厳し

い環境規制のゆえに発電所の建設が行われなかったことも危機を招いたと指摘された。十

分な発電設備が存在しなければ、セキュリティは確保されないし、競争導入の成果である

べき効率化も達成されない。同州では、環境政策を優先したつけが、このような形で現れ

た。また、とくに、欧州諸国においては再生可能エネルギーの大幅な促進のための政策支

援の結果、効率化政策による価格低減効果が相殺され、エネルギー価格が上昇に転ずる国

もある。将来は、再生エネルギー促進に関しては、その便益とコストの比較考量がより慎

重に行われることが必要となろう。

　また、自由化政策は、エネルギー・セキュリティの確保に大きな影響を及ぼしている。

欧米では、エネルギー市場の自由化の結果、“ダッシュフォーガス”という状況が生まれて

おり、ガス供給のセキュリティが大きな問題となってきている。また、2003年に発生

した欧米の大停電は電力供給のセキュリティ確保の重要性を新たに認識させることになっ

たが、米国では大停電をもたらした理由の一つに自由化により送電線の建設や維持が十分

行われなかったことが挙げられる。さらに、セキュリティ確保の観点から原子力を推進し

てきたわが国では、徹底的な電源問競争が導入されれば、原子力発電所の建設が停滞する

ことが考えられる。

　このように21世紀においては、市場自由化の中で、セキュリティ確保と環境問題の解

決を同時に図るとともに、政策間の整合性をいかに確保していくかが大きなチャレンジと

なっている。それをいかに解決するかは、それぞれの国の置かれた状況によって異なって

くる。わが国においては、原子力発電をエネルギー・セキュリティを確保する手段として、

さらに近年では地球規模の環境問題を解決する手段としても位置づけられている。自由化

市場の中で原子力発電の建設は困難化していくが、原子力発電の着実な開発のためには、

政治的なレベルでの合意形成、法的なレベルでの原子力のより明確な位置づけ、エネルギ



一・ Zキュリティ確保やグローバルな環境問題の解決に伴う外部効果の内部化、バックエ

ンドにおける政府の支援等が不可欠である。
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4月22日（木）

セッション2（9：30－12：00）

議長：秋元　勇巳　三菱マテリアル（株）相談役

「長期展望に立って向こう10年に何をすべきか」

　原子力の平和利用を開始してから半世紀が経過した。現在、原子力は世界の社会経済に

大きな便益をもたらしている。人類の知恵である原子力平和利用は、今後も利用範囲の可

能性を広げ、地球環境の面においても、国民経済の発展においても、一層の貢献をしてい

くことが期待されている。しかしながら、我が国においては近年、事故・故障や不祥事によ

って社会からの信頼が低下し、計画を遅延させてきた。また、電力自由化の拡大など、原

子力を取り巻く状況は厳しさを増している。原子力関係者は開発の原点に立ち返り、原子

力が本来果たすべき役割を目標として掲げ、当面する諸課題を関係者の協力のもとに着実

に解決していくことが求められている。

　このセッションではまず、日本原子力産業会議がこれまで検討してきた原子力開発の長

期的ビジョンと今後10年間の課題について報告する。これを踏まえ、続くパネル討論で

は、当面の課題である適切な安全確保の仕組みに焦点を絞って、官民が協力して科学的・

合理的な安全規制システムを構築した米国の例も参考にしながら、民間の自律的な安全確

保方策や規制のあり方、さらには安全確保や安全規制に関する各ステークホルダーの健全

な関係構築や信頼確保の進め方などの方策を議論する。

　このセッションではまず、日本原子力産業会議がこれまで検討してきた原子力開発の長

期的ビジョンと今後10年間の課題について報告する。これを踏まえ、続くパネル討論で

は、当面の課題である適切な安全確保の仕組みに焦点を絞って、官民が協力して科学的・

合理的な安全規制システムを構築した米国の例も参考にしながら、民間の自律的な安全確

保方策や規制のあり方、さらには安全性に対する信頼確保の進め方などの方策を議論する。



安全で社会に貢献する原子力をめざして

（社）日本原子力産業会議専務理事宅間　正夫

　1953年の第8回国連総会においてアイゼンハワー米大統領が「アトムズ・フォア・

ピース」演説を行ってから50年が経過した。我が国では1970年に最初の商業軽水炉

が運転を開始してから、30数年になる。現在では52基、約4，600万kWの原子力
発電所が運転し、全電力の30％強を供給する「国民の財」と呼ぶに相応しいエネルギー

源に成長した。

　軽水炉の設備利用率は、1970年代には、初期トラブル等で低迷したが、産官学が総

力を挙げて、トラブル克服・改良標準化等に取り組んだ結果、1995年には80％を超

えるまでに改善された。しかし、電力自由化に対処して安全性第一に一層の経済性向上を

図らなければならないのに、逆に利用率向上は停滞し、現在では米国や韓国に大きな差を

つけられている。このため、自主保安を基本とした規制の合理化・効率化が今、求められ

ている。

　また、過去10年間に、事故・不祥事が相次いで発生し、国民の原子力に対する信頼を

大きく低下させた。東京電力問題は、維持基準制定の遅れが一つの誘因となったが、本質

は、技術と社会の関係における専門家集団の安全文化や法令遵守（コンプライアンス）、統

治等の問題である。このような相次ぐ事故や不祥事により、重要な原子力政策が遅延あ

るいは停滞している。まさに、原子力の「失われた10年」と言わざるを得ない。

　しかし、今後、開発途上国の経済が発展し、とくにアジア地域を中心に世界のエネル

ギー消費が飛躍的に増大する可能性があることを考慮すると、先進諸国は化石燃料への

依存を極力減らし、非化石エネルギーの積極的な開発によって中長期的にエネルギー安

定供給を図ると共に、二酸化炭素の排出量を大幅に低減していくことが求められている。

また、高速増殖炉サイクルによって、現在のウラン資源を数十倍も有効に利用すること

も視野に入れなければならない。この意味で原子力の平和利用は、長期的な人類社会の

持続的発展にとって不可欠である。我が国においても、原子力発電の健全な維持・発展

を社会は必ずしも否定しているとは考えられない。

　このような原子力の重要性を認識して、日本原子力産業会議では、「原子炉開発利用

委員会」において、我が国の社会として原子力開発利用が今後とも不可欠な選択肢と考

え、克服すべき現在直面している主要な課題について検討した。その結果、産業界自身の

取り組みや国への要望を、「向こう10年間に何をすべきか」という提言（20項目）の形

にしてとりまとめた。この提言は、いわば原子力産業界の行動指針であると共に、広く社

会の人々に対して原子力産業界の考え方を示し、様々なステークホルダーと共同・協力し

て当るべき課題を共有しようとするものである。

　原子力の安全確保の第一義的責任は原子力事業者にある。事業者においては、安全文化

がトップから現場の作業員に至るまで浸透させるとともに、品質保証、品質管理をはじめ

とする保安活動をトップマネージメントとして実施するなど、誤りない企業統治の下に自

主保安の更なる徹底が求められる。こうした自主保安活動を、科学的合理的に一層実効性

の高いものとするためには、原子力産業界や学界も含めた総合的な取り組みが必要であり、



それに対応した意識・組織・体制の変革が必要である。そうした中で、原子力産業界や研

究界、学界は、規制当局との率直で開かれた議論を通じて、科学的合理的な安全規制制度

の確立に向けて、努力していかねばならない。規制の適正化により安全確保の実効性を高

めつつ、原子力発電所の設備利用率を改善し、競争力を確保することは、「国民の財」とし

ての原子力発電所の資産価値を高めていくことになる。日本原子力産業会議自身も、原子

力産業団体の中核をになう組織として、自ら必要な改革を行い、健全な原子力産業の発展

のための活動を強化していく所存である。



発表要旨

産経新聞論説顧問飯田　浩史

・日本の原子力利用は今年で40年を過ぎた。この間紆余曲折をへて、ようやく今年中に

わが国初の核燃料サイクル政策の一環であるプルサーマルが関西電力高浜原子力発電所で

実施される見通しとなった。今後の10年間では核燃サイクルの終局の目標である高速増

殖炉の実施にこぎつけることが肝要である。

・なぜ今原子力か

　ここ2，3年は原子力発電推進の目的について地球環境保全、とりわけ地球温暖化防止

の観点から、発電子にまったく二酸化炭素を排出しない原発の増設が「京都議定書」の遵

守には欠かせない、との意見が多かった。しかしオリンピックを控えた中国の高度経済成

長や中東の政治情勢の不安定化がエネルギー資源事情を一変させた。資源小国の日本は核

融合の実用化のメドがつくまで原子力に依存しなければ、国そのものが成り立たない。

・1973年の第一次石油ショック時全国でわずか5基しかなかった原発は今では52基

にもなったが、アメリカのスリーマイルアイランド（TMD事故以来原発に対する風向きがが

らりと変わり、さらに旧ソ連のチェルノブイリ事故が起きるや原発の新増設はブレーキが

かかった。

・一禔Aウランの使い捨ての決定的な欠点は、熱効率の低さをさておいても、すでに各原

発のプールに保管されている約1万トンの使用済み核燃料をどこに、どのような方法で処

分するのか、費用はどのくらいかのワンススルー論者からの提案がないことである。

・最近福井県の同意でよやく原子力発電所の新増設が実現しそうだが、国全般でみると地

球温暖化対策大綱であげた順発を3割程度増設する」という前提にはまだまだ及びそう

にない。東電のトラブル隠しに端を発した原発の安全性に地元住民が不安を抱いたからだ。

・では停止した東電の原発は危険なのか。技術的、工学的、科学的には危険はない。しか

し安全のお墨付きを与えたのが原子力安全委員会や原子力安全・保安院では地元住民の安

心を得るまでにはいたらない。

・安全は確率や安全目標、リスク評価など数値で示せるが、人々の安心感は数値では示せ

ない。たったひとりでも「不安だ」と思えばそれを覆す根拠はない。つまり安心や信頼を

得るためには無限大の要求に応えなければならない。

・東電事件後原発に対する規制強化をはかる電気事業法などの改正がなされた。おおむね

評価できるが従来の事業者の自主点検を、法定の点検にしたのには疑問がある。従来の技

術基準が維持基準に改められたことは、おくればせながら評価する。

・各種規制の結果を公開して国民の批判や意見の参考にするのは歓迎するが、いっそのこ

とはじめから原発サイトに地元自治体の職員を配置し、一日中原発現場を監視する態勢を

提案する。自分達の中間が監視している原発なら安心という心理が働くのではないか。

・もちろんその職員の人件費は事業者の負担。

2年ぐらいで元の職場に復帰、待遇は派遣されなかった埋合より1ランク程度優遇する。

・該当者は日本原子力研究所に研修留学して一般の人より専門性を身につけた職員を養成

する。私も駆り出された自治体職員を対象にした「原子力講座」での参加者の質問には専



門的で高度な内容のものが多かった。地元では自分達の生活の安全にかかわることなので、

ことのほか真剣であり高度の知識を身につけている人が多い。さらに知識が同上すれば「な

んとなく心配」という国民の7割を占める層が減って、日本の原子力利用は増えるだろう。



望ましい原子力安全確保体制の構築に向けて一プラントメーカの役割

（株〉日立製作所常務　電力・電機グループ技師長　河原　璋

　日本の原子カプラントメーカ（以下メーカと略）は、海外からの技術導入と自主技術の

開発を両輪として原子力の推進に貢献してきた。ところが、近年に至り、電力需要の鈍化

と電力自由化などの影響を受け、原子力発電所建設計画が後ろ倒しになり、原子力産業界

の一員としてのメーカも「今後のユ0年間が非常に大事な時期になる」と認識している。

　エネルギー基本計画（03年10月）においては、「原子力発電は安全の確保を大前提に

基幹電源として推進すること」と明記され、原子力発電所建設は、国策として推進される

と理解しており、この中でのメーカの主たる役割は、基幹電源と位置づけられた原子力発

電所やサイクル施設を、安全性・信頼性が高く、経済的にも優れた製品として電気事業者

へ提供することであり、今日まで国とは改良標準化計画で、また電力とは電力共同研究等

でこれを推進し、改良型BWR、改良型PWRを完成させてきた。

　メーカの責務は、技術力（エンジニアリングカ、設計技術力、建設・試験・試運転技術

力、運転中の点検・保守・改造の技術力など）の維持発展であり、さらに、日本のエネル

ギーセキュリティの確保や環境問題を考えるとき、さらに一層の技術力の向上に取り組む

ことである。このために、短・中・長期の取組み方針を設けて、積極的な研究開発に取り

組むことが不可欠であると考えている（短期では計画プラントの着実な建設と既設炉の利

用率向上、中期では次世代軽水炉、革新的中小型炉などの開発、長期では高速炉燃料サイ

クルの確立）。

　一方、日本の既設プラントの設備利用率が主要国より低く、また定検改造時の従事者被

ばく量が多いなど日本の原子力発電の他国と比較しての劣勢な状況などを考えるとき、さ

らには、原子力発電に対する社会的なアゲインストの風などの影響により、将来の不透明

感、閉塞感などの悪影響も考えると、特に、原子力技術者のモラルの低下が懸念される。

また、これらは結果として原子力発電単価上の競争力の低下などにより、日本のメーカの

内外における競争力の低下につながっていく。すでに、メーカの売上高の減少による原子

力技術者の減少、さらには、開発費の減少などが現実のものとなりっっあり、メーカには

技術維持、人材維持の観点から危機i感が漂う状況にある。

　わが国では、環境と調和しつつ、長期に亘り安定にエネルギーを供給し続けるためには、

原子力に関する技術を維持発展させることは不可欠であると考えており、まずメーカとし

てやるべきことは、セイフティカルチャーの不断の徹底、運転保守技術の体系的蓄積と評

価に基づく保全活動推進、技術力の維持発展の積極的推進などであると考えている。さら

には、リスクインフォームド規制など科学的合理的な規制の早急な導入に官民あげての取

組みが必要と考える。同時に、原子力を国策とし、日本の原子力の技術基盤を維持発展さ

せるという視点から、大学、新統合法人、電気事業者、メーカならびに原子力専門機器メ

ーカなど全てを含めたいわば、「原子力TSCM＊」的な思考での総合的な原子力推進政策の

策定が不可欠であると考えられる。

＊　）　Tota至　S慧P茎）ly　Chai登ManageRle塗t



原子力の安全・安定運転の確立に向けて

関西電力（株）副社長　岸田　哲二

　原子力発電は、我が国の発電電力量の約3割を占め、2003年！0月に閣議決定され

たエネルギー基本計画においても基幹電源として位置づけられ、我が国のエネルギー需給

に重要な役割を果たしている。

　しかし、一連の不詳事は、原子力に対する国民の信頼を大きく損なわせ、我が国の原子

力発電所の設備利用率は2002年、2003年と2年連続して80％を下回るに至った。

　この結果、2002年12月に電気事業法および原子炉等規制法の改正が行われ、事業

者の自主的な点検を定期事業者検査として法定し、記録保存と定期事業者検査の実施体制

について国の審査を受けることが義務付けられた。従来の定期検査項目は重要度に応じて

定期検査と定期事業者検査に切り分けられ、また、事業者の品質保証活動が保安規定に記

載され国の審査対象となるなど、2003年lO月より安全規制は新たな段階に入った。

この新たな規制体系は、「事業者の自己責任、自主保安を基本」とし、「国は施設の健全性

だけでなくプロセスや保安活動を確認することにより安全を担保する」との考え方に基づ

いたものである。

　一方、電力市場の規制緩和が進められ、電力小売市場については、既に3割のお客様が

自由化の対象となっている。さらに、2004年度から4割、2005年度からは6割に
拡大される予定である。こうした電気事業の経営環境の変化の中にあっても、我が国にお

ける原子力の重要性にはいささかも揺るぎはなく、原子力の基幹電源としての役割を果た

すため、既存の原子力発電所を最大限活用していく所存であり、安全・安定運転を継続し、

コスト競争力を確保していくことが不可欠の課題である。

　このため、事業者としては、安全確保を大前提に設備利用率を改善していけるよう、安

全規制がさらに科学的、合理的かつ実効的なものとなっていくことを期待している。

競争力の確保と同時に、原子力に対する信頼回復も重要であり、原子力事業者は、積極

的な情報公開、情報提供に取り組んでいる。2003年10月には原子力発電に関するデ

ータベース「ニューシア」をインターネット上に開設した。社会からの理解と信頼なくし

て原子力事業は成り立たないものであり、今後も説明責任を果たし、原子力の透明性を確

保していきたい。



より望ましい原子力安全確保体制の構築に向けて

経済産業省原子力安全・保安院長　佐々木宜彦

　原子力安全・保安院は、平成14年に明らかとなった原子力発電所における一連の不正

問題を踏まえた電気事業法及び原子炉等規制法の改正を通じ、原子力安全規制を抜本的に

見直したところである。具体的には、事業者の品質保証活動に対する監督の強化、法律上

の義務としての定期事業者検査制度の導入及び経年変化した設備の健全性評価制度の導入

等が行われた。原子力安全委員会による「ダブルチェック体制」も強化された。また、昨

年10月からは、独立行政法人原子力安全基盤機構が発足し、国が行う検査の一部を実施

するなど、当院とともに原子力安全確保に向けての活動を行っている。

　当院としては、まずはこの新たな原子力安全規制制度の定着化を図ることが最優先課題

であり、検査官の資質向上なども含め常に緊張感を持って業務に当たっている。事業者に

おかれても今般の制度改革の趣旨を肝に銘じ、自らの現場や協力会社まで含めた安全文化

の構築とコンプライアンスに万全を期すべきである。

　また、当院は規制活動についての国民に対する広報・広聴活動を積極的に推進し、毛子

力安全に対する国民の信頼の回復と安心感の醸成に全力で取り組んでいるところである。

　当院としては、現行の安全規制制度に安住することなく、常に科学的・合理的な判断の

下、透明性の確保に配意しつつ不断の見直しを行うこととしている。今後、リスク評価や

パフォーマンス評価を活用した検査制度の見直しに取り組むほか、放射性廃棄物について

は国際基準と整合のとれたクリアランス制度の整備や高レベル放射性廃棄物処分の安全規

制に係る法制度の検討等、核燃料サイクル関係については再処理事業やMOX燃料加工事

業に係る規制基準の整備等を行う予定である。また、申長期的には原子力安全基盤研究の

推進、原子力安全に関する人材基盤の確保など、安全規制に係る技術基盤の強化にも取り

組む。さらに、検査のみならず原子力施設全般にわたり、リスク情報の活用を通じた、よ

り効果的・効率的規制の実現を目指していく。加えて、TRU廃棄物やウラン廃棄物の規制

制度の整備に向けた検討も行うこととしている。

　今後安全規制を見直す場合は、科学的・合理的に行うとともに透明性を確保することが

重要なことから、国、事業者、科学的専門家事の規制に関係するステークホルダーが同じ

場所で議論し、そのプロセスを公開しつつ検討を進めていく必要がある。また、事業者が

科学的・技術的根拠に基づき規制の合理性を主張する点については、規制側もこれを真摯

に検討していくこととしている。

　当院としては、まずは現在の安全規制の定着化を通じて規制の実効性を高め、規制の信

頼性を向上すべく努力を重ねていくとともに、常に最新の科学技術水準を意識しつつ原子

力安全確保体制をより望ましいものにすべく不断の検討を行っていく所存である。



安全確保と安心における労働組合としての取り組みと役割

全国電力関連産業労働組合総連合会長　笹岡　好和

1．はじめに

・日本は唯一の被爆体験国でありながら、日本のエネルギー供給の根幹として原子力を

　位置づけ、その開発と推進に取り組んでいる。

・労働組合としても、発電所の建設やメンテナンスメーカーから清掃業者に至るまでの

　原子力に関わる全産業における放射線下労働問題や地域住民への理解要請など、様々

　なものに取り組んできた。

・われわれの考えるエネルギー確保の基本原則は、安全性と環境配慮であり、特に、昭

　和30年代前半から原子力に対する政策提言については、精力的に活動してきた。

2．安全は人が原点である

・安全に関しては、現場で働く労働者の安全が地域住民はもとより国民の安全に繋がる

　との認識から、労働災害の撲滅には、常に精力的に取り組んでいるところである。

・一禔A原子力発電所の安全は、国の規制や自主規制あるいは厳しい技術基準によって

　確保されているのは事実である。

・しかし、技術基準においては、それを製造、あるいは修繕する労働者が確保している

　ように、安全を実質的に確保しているのは、規制等の条文ではなく、それを忠実に遵

　守している労働者の技術とその心の中にある。

・また、安全だけでなく、地域住民をはじめとし、国民全体の原子力に対する安心感や

　信頼感を獲得するには、単に安全、安定運転の積み重ねだけでなく、現場でまじめに

　働く労働者の姿が見えることが重要であると考えている。

3．労働組合の信頼回復に向けた取り組み

・一�Nの電力会社の不祥事発生時以降、直ちに私たち労働団体は「信頼回復委員会」

　を立ち上げ、その再発防止対策に取り組んできている。

・その中の方策では、経営チェック機能の強化、企業倫理の確立、個人の行動倫理の確

　立に加えて、現場の原子力発電所に働くすべての労働者同士の連携強化を主たるもの

　としており、その意味からも、積極的な労働組合結成が急務と考えている。

4．労働組合の社会的責任（Union　Social　Responsibility）の確立に向けて

・最近は企業の社会的責任が大きく取り上げられてきているが、労働組合も経営へのチ

　ェック機能などを通して、よりよい安全確保策の検討など原子力安全に関する社会的

　責任を果たす必要があると考えている。



原子力の安全確保体制の構築に向けた提案

慶応義塾大学教授　宮　健三

　原子力の安全確保体制は、基本的に電気事業者、規制当局、それらを技術的に支えるメ

ーカーや関連学協会などによって維持されている。それらを法制的に機能させているもの

として、各種の法令や規格・基準が存在する。最近の民間規格の展開は米国に20年遅れ

たとはいえ目を見張るものがある。これらは、原子力安全の確保に貢献し国民の安全・安

心を得るための主要な基盤技術となっている。しかしながら、このような状況にもかかわ

らず、原子力安全を達成するうえで、いまだ常識の通用しない原子力特有の非合理的な社

会事象が存在する。

　現在見られる原発の行政に関する不安定要素は電気事業者にも責任の一端があるものの、

地方自治体の原発規制に対する関与の仕方にも一因があるといえるのではないだろうか。

原発の安全に責任を持つ電気事業者を法的に監督しながら、国民の健康を守る役目を一元

的に負っているのは政府である。しかしながら、原発事故が発生したとき最も大きな被害

を受けるのはなにはともあれ地元住民である。地元住民が事故に対して安心を持ち得ない

状況が存在するとすれば、何らかの措置がとられるべきである。

　一方、地元住民で原発に職を得ている人は多数にのぼる。彼らは原発管理の厳しさをよ

く承知しており、安全性に大きな不安があるとは思っていないし、地方自治体が住民の不

安に言及するときでもサイレントマジョリティーである。このギャップは、社会心理学的

に集団を維持するのに不可欠な社会正義が正常に機能していない例を示している。それで

は安全確保に必要な社会正義はどのように達成されるのだろうか。

　核エネルギーの利用なくして地球温暖化は避iけるべくもなく、枯渇する化石燃料なき後

のエネルギーも核しかないという事実から逃れることはできない。自然エネルギーが核エ

ネルギーに代われるとする説は幻想であり、中国やインドあるいはブラジルといった次世

代の大国が必要とする膨大なエネルギーを考えれば、原発と正しく向き合う必要がある。

　国民が原発に対して正しく向き合うためには、それに相応しいシステムが提案構築され

正常に機能する必要がある。実現すべきシステムは、2つあり、ひとつは良い意味で二項

対立する規制当局と電気事業者／原子力産業団体からなる規制会議を設置すること、もうひ

とつは国民各層の意見を広く反映できるNPOを機能させることである。規制会議におい

ては、地方自治体、学会代表の学識経験者、専門家その他が陪席し、規制側と電気事業者／

原子力産業団体との徹底的なやり取りの中で、中立的な観点から意見を具申し、それらを

勘案して規制当局が科学的合理的に判断するというシステムである。一連のプロセスは透

明であり国民やマスコミの目にじかに触れる。このような新しい原子力民主主義を通して

社会正義を機能させることで、原子力安全は確保され、この国の基盤が磐石なものになる

と考えられる。



米国における産業界と原子力規制委員会の協力関係のもとでの

　　　　　　　　　　　原子力規制改正

米国原子力エネルギー協会（NEI）副理事長　C．ダガー

　本ディスカッションでは米国における原子力規制の歴史およびここ15年間に行われた

規制改正についてとりあげる。その中でとくに規制改正に至った動機iや成功の要因につい

て私の意見を述べる。



　　　　　　　　　　発表要旨

米国原子力規制委員会（NRC）委員長　N．ディアス
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4月22日（木）

午餐会（12：30－14：30）

於：ホテル・グランドパレス2F「ダイヤモンドルーム」

　司会：西澤　潤一　　（社）日本原子力産業会議会長

〔原子力委員長所感〕

　　　　近藤　駿介　　　原子力委員長

〔新潟県副知事挨拶〕

　　　　高橋正樹　　　新潟県副知事

〔特別講演〕

　　　　「江戸の分化と庶民の知恵」

　　　　竹内　誠　　　　江戸東京博物館館長



　原子力委員長所感

原子力委員長　近藤　駿介



江戸の文化と庶民の知恵

江戸東京博物館館長　竹内　誠
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4月22日（木）

セッション3（15：00－17：45）

議長：藤井　靖彦　東京工業大学　原子炉工学研究所教授

「変貌する原子力工学教育と技術基盤の構築」

　原子力技術の成熟化や原子力発電所の建設の停滞、さらには国立大学の法人化への動き

などに伴って、これまで原子力産業界の技術基盤を支えてきた大学の原子力工学教育が大

きく変貌しつつある。倫理・哲学などを含めたカリキュラム、研究開発機関との連携大学院、

地域の特性を生かした新たな原子力関係大学院の設置、国際的な場で活躍する人材の養成

や産業人をも対象とした大学院構想など、その志向する教育体制の取組みは多面的かつダ

イナミックである。産業界・研究開発機関にとっても人材の教育・育成は重要な課題となっ

ており、産官学におけるこうした動きは、我が国ばかりでなく米国をはじめ世界的な規模

でみられるようになってきた。原子力産業界が今後とも「基幹電源」と位置付けられている

原子力を発展維持していくためには、それを支える教育や倫理、技術基盤の確立が不可欠

である。

　このセッションでは、変革期にある国内外の原子力工学教育に関わる体制再構築の状況、

教育や技術開発への国の支援策、さらに産官学がどのように連携を図っていくべきかなど

について議論し、厳しい時代に対応した原子力の健全な発展に向けた方策を探る。



米国における今後の原子力教育・研究について

米国原子力学会（ANS）会長　L．フォーク

　原子力科学技術の未来に鑑み、米国における原子力教育・研究の現状を振り返ってみる。

米国で新規の原子力発電所が建設されるだろうことは厳然たる事実である。環境にきれい

な原子力は国家の電力供給に欠かせない。現在、米国では103基の原子力発電所が20％

の電力を供給しているのである。原子力教育・研究制度はダウンサイジング経済の荒波を

くぐってきたが、長期に存続するためにはさらになすべきことがある。

　1990年代に大学の原子力工学科の多くがなくなったり、他の学科に吸収されて消え

た。優秀な学生は他の分野に流れ、研究用原子炉の数は減った。米国における原子力教育

は現在、「原子カルネッサンス」という順風にありながら依然として課題に直面している。

それは、将来のワークフォースをいかに確保するかであり、特殊技術をいかに伝承するか

であり、「まとも」な原子力インフラをいかに長期に維持するかである。

　米国の現在の原子力産業界における人員構成は高齢化している。この高齢化は、研究分

野でも政府機関でも産業界でも同様である。大学のリーダーの世代交替に関わる周題は他

の企業でも同じなのだ。

　原子力エネルギー協会（NEI）の予測によれば、原子力科学技術を持つ人が向こう1

0年で新規に90，000人必要である。エネルギー省（DOE）、原子力学会（ANS）、

大学、NEIの積極的な促進活動で求人は倍増している。

　今、国家には将来のエネルギーについてのヂ強い政治的意志」が必要なのだ。現在の「原

子力ルネッサンス」はDOE原子力エネルギー室の強い指導力によるものである。米国の

原子力教育・研究に新しい制度は必要ではない。現行の制度で十分である。必要なのはイ

ンセンティブをもち続けることであり、若返りである。国内の原子力教育再生の課題は良

質の学生を確保し、大学の研究インフラを維持し、業界の高齢化を乗り越えることである。

産業界と国立研究所が大学と連携し、米国の大学を海外の原子力界と連携させることであ

る。

　原子力技術分野での米国と日本の協力は、向こう数十年にわたってわれわれが直面する

地球規模の環境、セキュリティ上の課題に応えるために重要なことである。国際協力下で

の研究開発は不可欠である。同時に、米国と日本はその資源を持ち寄って、現在より一層

安全で核拡散抵抗性の強い次世代の原子力エネルギーシステムを開発、実用化していくこ

とができるのである。



重くなる技術者の責務と倫理教育

（社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会

　　　　　　　消費生活研究所長

　　　　　　　　　宮本　一子

　技術的に最大限の安全を確保しても、社会の安心を得ることはできない。安心は信頼関

係があってこそ存在するからである。では安心感を市民や社会に醸成するものは、何だろ

うか。特に技術の観点から考えると、マハトマ・ガンジーが、国を滅ぼす7つの要因に中

で述べた次の3つが含まれていると思う。「品位のない知識」、「ヒューマニティーのない

科学」、「倫理のない企業」である。いま日本の技術者に求められているものは、「品位」で

あり、「人間愛」であり、「倫理」ではなかろうか。さらに加えるなら、いま専門家全般に

求められている「説明責任」である。専門家の言葉で、専門家の同意で、専門家のための

発展ではなく、市民や消費者なりが理解できる説明をし、同意を得て、選択されることが

必要になっている。そのプロセスこそが現在の社会ルールである。さらにいえば、企業倫

理は、個人の倫理の集積であり、説明責任は、Personal　Acco嚢ntabilityとして、個人の

説明責任が問われる。このように技術者も一専門家としての責務がますます重くなってき

ている。

　現在、コンプライアンス、ビジネス・エシックス、コーポレート・ガバナンス、CSR

（企業の社会的責任）といった言葉が氾濫している。企業だけではなく行政も含めて、組

織の浄化に前向きに取り組もうとしている現われだと受け取っているが、この現象は日本

だけではなく、アメリカやEUなども同じである。ただ市民はこれらのことをどのように

理解しているかを、　アンケート調査でみてみると、「企業の社会責任や企業倫理のイメー

ジは抽象的でわかりにくいが52．3％」「期待度は、あまり期待できないが44．7％、

大いに期待できそう、少しは期待できそうをあわせると、48．3％」となっている。市

民は企業倫理や社会的責任については、大いに関心はあるが、効果がわからず、期待して

いいものやら戸惑っている状態であるといえる。

　倫理や社会的責任は、短期的には人間や社会の行動を規制し、利益相反をもたらす。し

かし長期的には決して二律背反ではない。市場統制などの法規制か、自主的行動規範かと

いう選択になれば、どちらが好ましいか、企業にとっては一目瞭然である。そのために技

術者など専門家に対する教育に委ねるところが大きい。



東京工業大学における原子力工学教育の現状と今後の展望

東京工業大学原子炉工学研究所助教授　井頭政之

　東京工業大学における原子力工学教育は1957年の原子核工学専攻設置に始まる。大

学院大学を先取りした形で、関連する学科を持っていないことが特殊事情である。現在ま

で専攻名の変更は行っていないし、少なくとも今後6年間は変更する予定は無い。専攻は

理工学研究科に属しているが、独立部局である原子炉工学研究所によって運営されている。

　設置当初は、学生全員が狭義の原子力工学を望み、カリキュラムもそれに答えた。しか

し現在は、原子力界の人材需要の低減及び学生の指向も勘案し、原子力工学を広義に捉え

たカリキュラムを提供している。即ち、核分裂・核融合炉工学、量子・粒子線工学、環境・

エネルギー工学の3領域に重みを付けてカリキュラムを提供している。

　「ゆとり教育」の弊害や「理科離れ」の影響から、理工系学生の基礎学力及び創造性能

力の低下が著しい。一方、現代においては、大学教育の生産物である修了生の品質保証を

求められるのは当然である。即ち、適切なカリキュラムの提供、効率的な授業の実施、適

正な成績評価の実施を通して、出口管理を行う必要がある。勿論、学生が大きく育つよう

に仕組む必要もある。また、良い原料を確保するためには適切な入試選抜を実施する必要

がある。

　東京工業大学原子核工学専攻は、原子力を正面に掲げて21世紀COEプログラムに採

択された唯一の専攻である。COEプログラムの教育におけるキーワードは「博士」と「国

際」である。また相次いで、2つの連携講座も認められた。更に、国際大学院コースを1

0年間運営している。このことを総合すると、東京工業大学は原子力工学教育の日本及び

世界の拠点となる責務があるといえる。

　以上のことと大学院教育の国際標準化も視野に入れて、原子核工学専攻の抜本的改革の

検討を現在行っている。変更も予想されるが、現時点での案を紹介する。順調に行けば、

2005年度から改革が行われる予定である。



東京大学における原子力大学院改革

東京大学大学院教授　上坂　充

　原子力発電の成熟期にあるわが国において、ほとんどの大学において原子力と冠する学

科・専攻はなくなり、システム工学、量子工学、エネルギー工学へと分野を広げていった。

反面核たる原子力の教育は薄まっていかざるを得なかった。しかしながら50基以上の発

電炉の稼動と放射線応用の広がりの中で、より高い専門実務知識を持った技術者の育成の

ニーズが高まりつつある。そのような情勢の中で、東京大学は平成17年度に原子力を冠

する2つの機関を改組し、システム量子工学専攻の全面協力を得て、日本原子力研究所、

核燃料サイクル開発機構と共同で、原子力の専門職大学院を設置することとした。東海村

にある原子力工学研究施設を母体として專門職大学院である原子力専攻（專門職）を、浅

野キャンパスにある原子力研究総合センターを母体として原子力国際専攻を設置し、一体

運営する。わが国初の工学系の専門職大学院の誕生となる。法科大学院の形態を参考にし、

前・後者はそれぞれ専門職・一般大学院であり、専門職大学院教官は全員原子力国際専攻

を兼零し、教育と研究が両立できるようにする。原子力専攻（専門職）では東海村にて日

本原子力研究所、核燃料サイクル開発機構と協力し、修士論文なしの講義・実習のみの1

年の原子力専門技術者コースで原子力修士（専門職）を授与させる。原子力国際専攻では、

原子力イノベーションコースと国際エンジニアコースを設け、博士課程も当然設ける。前

者では高度な原子力・放射線・加速器・社会工学の研究教育を実施する。さらに後者は将

来のIAEAの幹部職員を育成するべき、国際保障学の教育研究コースである。両者はネット

ワーク講義システムによって遠隔連結される。教育研究は産官学連携のもとに実行するべ

く、日本原子力研究所、核燃料サイクル開発機構、他研究所、官庁、民間企業から多数の

客員教員と非常勤講獅を得る。またこの専攻は、研究炉弥生、電子ライナック・レーザー、

タンデム加速器、重照射加速器、RAPIDなどのイオン加速器など大型原子力設備を有し、

その全国共同利用も継続実施する。東京大学に、わが国待望の原子力専門職・研究大学院

Complexが誕生する。



企業における原子力人材育成と技術基盤確保について

日本原子力発電（株）理事　北村　俊郎

1．現状の課題

　原子力発電はこれからメンテナンスの時代を迎える。再処理、放射性廃棄物の処分、廃

止措置など新たな面もあるが、企業の原子力工学科卒業生への求人数はほぼ今の低いレベ

ルのまま横這いと考えられ、今後も依然として原子力工学を深く学び技術的にも倫理的に

もしっかりとした人材を必要としている。しかし近年、大学の原子力工学科の名称変更と

共に原子炉に関する専門性が浅くなるきらいがあり、また企業はバーチャルな感覚でなく

現物感覚につながった知識、考える力を持った人材を必要としている。

　これまで原子力発電所の運転保守を下支えしてきたのは、地元の工業高校の卒業生であ

る。請負体制で行われている定期点検工事の場合は、さらに地元工業高校卒業生の占める

割合が大きいと思われる。理科系離れとともに少子化が進学率を上昇させ、高校卒就職者

の減少、学力レベルの低下を招いている。現状の課題を整理すると

（1）経験豊かな技術者技能者からいかに若い世代に技術技能伝承をして「質」を確保す

　　　るか。

（2）少子化が進む中で、いかに優秀な若者を原子力発電に引きつけ「量」を確保するか

（3）人材の贋」と「量」の確保に併せて、いかに経済性と信頼性を向上させるか。

2．今後の方向性

（！）　伝承はマニュアルでは不充分で、時間をかけた計画的OJTが必要である。多層

　　化した請負体制では人数が多く、人の出入りもあり教育訓練効果の蓄積が望めない

　　ので、電気事業者あるいは元請会社の社員が直接作業をするいわゆる直営化を進め、

　　多層構造を緩和しコアとなる技術技能を確実に維持する。また、メンテナンスに関

　　する共通の資格制度を作る。

（2）　原子力発電をより安全で経済的なものにし、国民に必要と認められるようにする

　　ことが　若者を原子力発電に注目させ引きつける基になる。さらに産官学が力を合

　　わせて学生の理科教育、原子力教育を強力に推進する。そのため研究機関や企業か

　　らも講師を出すとともに、インターンシップを増やし、この中で倫理教育も実際的

　　な形で学ばせる。また、これからの少子高齢化を考え大人数を必要とする多層構造

　　を緩和し、貴重な人材を大切に育て多能工化する、作業ルールを見直す等その力を

　　十分に活用して行く。

（3）　今、当社では請負体制から社員自らが作業を行なう直営工事体制への転換を進め、

　　中間の管理者などの人数も減らしてシンプルな体制にし、経済性と信頼性を向上す

　　ることに挑戦している。これを円滑に推進するにはサイト間のアライアンス（連携）、

　　共通の資格制度の設立、規制の緩和等による年間工事量の削減と平準化が必要とな

る。また原子力人材をより効率的な教育訓練するため、企業、研究機関、大学など

が互いの施設、講獅などを融通しあう教育面のアライアンスをインターネット上で

行えるようNES－netの構築を計画している。
（注） は原産会議基盤強化委員会・人材問題小委員会の提言



　　　　　　原子力学会の人材育成活動

（「原子力教育・研究特別専門委員会」の最近の活動から）

九州大学大学院工学研究院教授　工藤和彦

　「原子力教育・研究特別専門委員会」は昭和49年に原子力学会に設けられたが、大学、

産業界における原子力教育に関する調査・研究および初等中等教育の調査、一般社会人の原

子力に関する理解を深めるための活動を行っている。本委員会の原子力分野における人材

育成および社会への働きかけに関する委員会のさまざまな取り組みについて報告する。

1．技術士（原子力・放射線部門）の新設

　技術士は文部科学省が所管する国家資格であるが、機械、電気・電子、化学、建設など

20の技術部門がある。技術士制度の見直しを諮問されていた科学技術・学術審議会から

「技術士試験に於ける技術部門の見直しについて」と題する答申が文部科学大臣に提出さ

れ、文科省はパブリックコメントも受けた上で技術士関連の規則・告示を改正した（平成

15年8月18日官報に公示〉。

　原子力学会は、平成13年11月に文科省に対し、技術士の見直しに当たっては原子力

部門を設置するよう当時の住田健二学会長名にて正式な要望を出していたが、今回の技術

士制度の改正においてその要望が通り、「原子力・放射線部門」が新設され、平成16年度

から試験が行われることになった。

2．原子力分野における「技術者継続教育」

　日本工学会では、大学卒業後の技術者の育成を目標にしたPI）E（Professional

Development　of　Engineers）協議会委員会を発足させて活動を開始している。この委員

会では技術者の継続的な教育について各学協会に共通する枠組み（教育経歴の認証、記録

の管理、など）の構築、相互の継続教育に関する情報交換、技術者に共通な教育について

のカリュキュラムの作成、などを行うこととしている。

原子力学会もこの委員会に参加する一方、日本原子力学会でも本委員会内に検討のための

CPD（Conti照ing　Professio難al　Develop皿ent）ワーキンググループを立ち上げて活動

を開始している。メンバーとして、大学教官、日本原子力産業会議、日本電機工業会、日

本原子力研究所や燃料サイクル機構などの研究機関、電力会社やメーカーなどから参加し

ている。

　ここでの活動は①原子力分野で必要とされる継続教育の調査と学会の貢献の可能性の

検討②新しい資格制度の必要性調査と検討③継続教育を推進するための体制の検討④他

学協会との情報交換や協力体制の仕組みの検討⑤国家的な管理資格（原子炉主任、放射線

取り扱い主任、核燃料取り扱い主任、など）の既取得者の継続教育の仕組みについての検

討⑥原子力技術士制度の（設立）支援などであり、一部はすでに活動に入っている。

3．大学、大学院における原子力教育の状況

　大学、特に学部レベルにおいては、「原子力」という名称を冠した学科がなくなりつつ



ある。この契機iとなったのは、平成3年の大学設置基準の大綱化に伴う大学内の組織改革

である。多くの大学で、それまでの縦割り的な学部・大学院の構成が大きく変わり、細分

化されていた工学部の学科は、いくつかの大学科あるいは系に束ねられた。旧来の原子力

関連学科は、このような系の中の一コースとして、あるいは合併して大きくなった学科の

一部分として承け継がれているケースが多い。その際、大学科の名称はもとより、その中

のコースの名称からも順子力」という言葉が失われ、代わりに、「エネルギー」、「量子」、

「システム」、「科学」などのキーワードが多く用いられている。

　一方、大学院においても、多くの専攻が名称を変更した。ただし、学部と比べると、名

称を変更していないケースが多く、他専攻との合併なども少ない。このため、学部教育ほ

どには大幅な教育プログラムの変更はなされていないが、原子力工学を、量子・ビーム科

学、システム工学、放射線利用、核融合、シミュレーションなどを包含する広い学問領域

として捉える傾向が強くなっており、原子力発電に直接関連する研究・教育は希薄化して

いることは否めない

　以上のように、大学では原子力発電に直接関連する教育・研究が以前に比べ少なくなっ

ている。しかし、学部においては、工学基礎科目を中心に学び、専門科目は主に大学院で

という工学教育全体の変革の流れがあり、学生の就職および企業の採用の自由度を増して

いる面がある。また、大学教育に対する産業界のニーズも変化している。日本原子力産業

会議が実施したアンケートでも、産業界は原子力部門に就職する卒業生に対し、基礎学力

の確実な修得・養成、原子力専門科目以外の幅広い教養、また柔軟な発想、論理的思考力、

チャレンジ精神、問題解決能力などを求めるという結果が出ている。

4．副読本ゼ原子力がひらく世紀」の改訂刊行

　原子力学会は平成10年に初版を発刊したが、データ・図表の更新、その後の事故や社

会的状況の追記等を行って3月に改訂版を刊行した。



変貌する原子力工学教育と技術基盤の構築　一新法人の役割一

日本原子力研究所副理事長　田中　俊一

　今日の大学の状況は原子力を志す学生が減少し、大学における原子力研究・教育施設の

維持が困難になり、大学から「原子力」の名称が軒並み消え、大学の法人化の中で、この

ままでは将来の原子力分野での人材供給に支障をきたすという懸念が広がっている。

　こうした状況を背景に、原子力二法人の統合に関する基本報告では、新法人の役割とし

て「原子力の基礎・基盤研究等を総合的に推進すること」と併せて「産学との連携・協力

の推進及び研究開発基盤の確立」が提示され、特に人材育成に関してゼ原子力分野の人材

育成の基盤に対する懸念が生じている現状を踏まえ、新法人は、我が国における原子力分

野の人材育成や教育研究の推進に積極的に寄与することが強く期待される」と特記された。

　研究所にとって人材は研究所の生命線であり、自らの優れた人材を確保するための努力

は最大の関心事であり、新法人においてもこのために最大限の努力をすることは云うまで

もない。しかし、前述の報告書は新法人に対して、自らの人材に留まることなく、我が国

の原子力利用を支える人材を確保するために大学に協力して、より大きな役割を担うこと

への期待を示したものと云える。

　原子力の研究基盤、技術基盤は優れた人材と人材が育つ環境によって支えられる。した

がって、本日のパネル討論の主題である「原子力工学教育と技術基盤の構築」のためには、

原子力工学教育と技術基盤の「変貌」をもたらした原子力を取り巻く環境変化を的確に理

解し、それぞれの立場で適切な役割を果たすことが必要である。原子力研究開発機関であ

る新法入の役割は、原子力自身が将来に向かって発展するための研究開発を牽引し、その

ことで優れた人材を原子力に向かわせる環境を構築することが最大の使命であり、そうし

た闊達な研究活動が我が国の原子力技術基盤を支え、また大学が主たる役割を担う原子力

工学教育に意味のある協力・支援ができるものと考えている。

　本日のパネル討論においては、原研、新法人の立場からの人材育成と技術基盤構築への

これまでの取り組み、今後の取り組みを紹介し、我が国、アジア諸国の原子力工学教育と

技術基盤の構築に、新法人の原子力研究施設と研究活動を如何に活用すべきか、様々な立

場からのご意見を頂くことを期待したい。



原子力技術教育と立地自治体について

東海村長　村上達也

　昭和31年、日本で初めて原子の火が点った東海村は、以来47年にわたって、我が国

の原子力研究と共に歩んできた。その間、ウラン燃料加工工場での臨界事故という悲劇にも

見舞われたが、それをも得難い教訓として、原子力と共存する哺度科学研究文化都市」

（平成12年「東海村第4次総合計画」）の実現に向けて前進を続けている．東海村が目指

す目標は以下の通りである：

　1．全国・全世界からの研究者等が快適かっ安心して研究に専念できる環境作り（支援）、

　2．大強度陽子加速器施設（J－PARC）・実験用原子炉等を利用した「基礎研究→応用研

　　　究→産業化→斜なる基礎研究」というサイクルを効率的に繰り返すシステム作り（支

　　　援）、

　3．そのシステムを支える、長期的展望に立った、人材育成システム作り（支援）

　4．文系・理系の枠を越えて「知の総合化」を図る「国際総合教育研究センター」の誘

　　致。

　人口3万5千の小村である東海村が自力でこれらの目標を達成することはもとより不可

能であり、我々の基本的姿勢はコーディネーターに徹し、その舞台作りを担当するという

ことである．平成15年8月、東海村は、近在の関係大学・研究所・企業等に「東海村に大

学院を誘致する懇談会」の設置を呼びかけた。幸い、大方の賛同を得て、その可能性につ

いて検討した結果、複数の大学院・研究所等を1つのキャンパスに収容する「コンソーシ

アム（共同体）」という形の新しい教育研究環境を、ヂ東海サイエンス・ヴィレッジ（仮称）」

として設置することが可能であり、且つその推進を積極的に検討すべきであるとの結論に

至った。そのキャンパス候補地としては、rNTT茨城研究開発センタ」跡地（6万6千平

米）があげられている。

　原子力新法人・KEK東海分室を申心として国内外の大学院や企業の研究所（室）ある

いは研究者グループが連携・連合して教育・研究に専念できる場（COE）を形成するこ

とが当面の課題である。東海村に集まる多くの研究者・学生・留学生のための社会的インフ

ラを整備すると共に、それが村の活性化や雇用の創出につながるような方策を考えること

が立地自治体の責務であると考える．茨城県は勿論、国や企業等の支援を得ながら、目標の

実現に向けて努力したい。



原子力人材育成・研究開発基盤の確立

文部科学省研究開発局原子力課長　渡辺　格

　原子力に係る研究開発は、既にわが国の重要な基幹エネルギーのひとつとなっている原

子力発電の現在と将来を支えるとともに、様々な可能性を秘めた基礎的・基盤的研究の基

ともなるものである。このため、原子力研究開発基盤の確立を図ることは重要な課題であ

る。また、技術や研究開発の根本を支えるのは結局は人材である、との認識に立ち、原子

力を支える研究面、技術面での人材育成を図ることも重要な課題である。特に、厳しい財

政事情の下、大学における原子力人材を育成するための各種施設の維持が困難になってい

る中、わが国全体として、原子力人材育成機能をいかに維持・発展させていくかが重要な

課題となっている。おりしも、特殊法人改革の一環として、日本原子力研究所と核燃料サ

イクル開発機構の統合することとなっていることから、両法人の統合により設立される新

法人においては、社会経済の状況等を踏まえ、自ら研究開発を実施するとともに、大学や

産業界とも連携しっっ、原子力人材育成や研究開発基盤の確立においても役割を果たすこ

とが期待されている。この点については、昨年9月に取りまとめられた原子力二法人統合

準備会議の報告書においても記載がなされているところである。文部科学省及びこ二法人は、

この報告書に基づき、平成17年度中の新法人設立へ向けての準備を進めているところで
ある。

　さらに、広く産学官の連携による研究開発を実施することにより、各機i関の研究開発基

盤を維持・発展させるとともに、原子力人材育成にも資するため、文部科学省では、平成

14年度より、革新的原子力システムに関する研究開発課題を公募により実施する制度を

開始しているところである。

　文部科学省としては、今後とも、これらの施策を通じて、原子力人材育成と研究開発基

盤の確立に努力していくこととしている。



［MEMO］



［MEMO］



4月23日（金）

セッション4（9：30－12：30）

議長：鳥井　弘之　東京工業大学　教授

「自由化のもとでバックエンド事業をいかに進めるか」

　ウラン資源のリサイクルが原子力利用の本質であり、燃料サイクル事業の着実な進展が、

これまで一貫してわが国原子力政策の根幹に位置付けられている。

　1995年以来、段階的に進む電力自由化の流れは、効率化を促す一方、競争的な市場

環境のもとで短期的な事業収益の追求を助長する問題も指摘されており、特にバックエン

ド事業のように長期的視野にたったプロジェクト推進と両立しうる仕組みをどのように整

備していくかが重要課題に浮上している。

　本セッションでは、すでに本格操業にむけて試験段階にある六ヶ所再処理施設等、進捗

しつつあるプロジェクトを含め、電力自由化のもとで、いかにバックエンド事業を進めて

いくのかに焦点をあてる。基調講演では、自由化の中での電力経営の変化、および原子力

開発におけるバックエンド事業の位置付けの2点を取り上げ、市場論理のみで計りきれな

いエネルギーセキュリティや環境問題、経済性、さらには地域社会との関係等の観点から、

事業を着実に進めていくために民間として今何をなすべきか議論し、さらに官民の役割分

担も視野に入れて自由化と両立したバックエンド事業推進のあり方を探る。



資本市場からみた電力自由化

ドイツ証券株式調査部ディレクター　圓尾雅則

1．自由化によって電力経営の何が変るのか

　この解を一言で表現するならば、バランスシートの見方が変わること、と言える。その

最大の要因は、総括原価方式の解消である。従前は、総括原価方式によって資金回収が担

保された上で、安定供給義務が課されていた。従って、電力各社は、第一に安定供給に必

要十分な資産を形成し、次段階として必要な資金調達を行なえばよかった。料金制度で資

金回収が担保されているため、資金調達に何ら支障はなく、同時に財務安定性も問題では

なかったのである。しかし、6割強の需要に対する料金が自由化され、総括原価方式によ

る担保がなくなると、状況は変わる。簡単に言えば、限られた資金の中で、安定供給を達

成し、競争力を付け、成長投資を行なわなければならなくなる。従前の電力経営では、バ

ランスシートの左側だけをチェックしていれば良かったが、今後は右側を強く意識する必

要性が出てくるのである。ただし、これは“普通の会社”においては日々行われているこ

とである。

2．資本市場から見た過去の規制緩和のポイント

　過去2回の規制緩和において、最大のポイントであったのは、“値下げの届出制”であり、

次に重要であったのは“大口自由化”である。なぜ、値下げの届出制が重要かと言えば、

経営の自由度が高まったから。言い換えれば、電力経営者が初めて経営手腕を問われる事

業環境になったからである。80年代後半の円高還元値下げを見るまでもなく、これまで

は総括原価方式の主旨に則り、余剰利益を得ることは許されなかった。が、制度変更後は

可能になった。従前は、必要経費を支払えば何も残らない状態であるため、経営者が手腕

を発揮する余地がなかったが、これからは、経営者の能力によって明確な差が表れること

もあるだろう。コストダウン等によってどれだけの原資を得る力がある企業であるか、ま

たそれをどれだけ有効に使える経営者であるかが、資本市場からみた評価のポイントとな

る。これもまた、“普通の会社”においては当たり前のことである。

　大口自由化については、前述の通り、資金回収の担保がなくなったという点で重要であ

る。こういつたリスクに対する経営者の対応能力も、新たに重要な評価ポイントとなる。

3．資本市場から見た第三次規制緩和のポイント

　多くの制度変更がされる予定であるが、資本市場からみたポイントは2点。第一は、パ

ンケーキ構造の是正等によって電力間競争の可能性が上昇したこと。競争によって電気料

金の低下が加速し、各社の収益力も低下する懸念がある。当然、ネガティブな要因であり、

電力問競争の程度を規定するであろう諸制度の詳細設計に注目している。第二は、原子力

問題。端的に言えば、原子力を保有・運転するリスクを経済的措置等によってどの程度ヘ

ッジできるのか、つまり電力会社の株主になるためには、どの程度の原子力リスクを覚悟

する必要があるのか、が最大の関心事項である。その意味で、官民の役割分担と経済的措

置の内容には大変注目している。特に、小委員会でバックエンドコストを18。8兆円と



算定した前提が崩れた場合の措置が気になる。技術的なトラブルや社会的要求によって再

処理工場の稼動が大幅にずれ込んだ場合や、規格能力で稼動できない場合、また、国際情

勢の変化や、規制緩和の更なる進展、等々に対する経済的措置や官民の役割分担が明確に

ならなければ、資本市場は電力会社に対して厳しい見方をせざるを得ないだろう。



バックエンド事業一肩何をなすべきか

　京都大学名誉教授

エネルギー政策研究所長

　　　神田　啓治

1．はじめに

　エネルギー基本計画によると、「バックエンドとは、原子力発電の運転によって生じる使

用済燃料の熱処理や、回収プルトニウム等の再加工の各工程から発生する廃棄物の処理・

処分等を指す」とされている。国策では、使用済燃料は再処理することが原則であり、ワ

ンススルー的な使用済燃料の直接処分は含まれていない。しかし、ここではバックエンド

事業のなかに、中間貯蔵事業を含めて考えることにする。さらに、使用済燃料、プルトニ

ウム、高レベル廃棄物などの輸送事業も含めて考えてみたい。

2．再処理事業

　現在、平和利用を目的とした再処理事業を本格的に行っているのは、フランスと英国、

それにロシアとインドである。我が国では、核燃料サイクル開発機構で小規模の再処理事

業を行ってきたが、大規模なものは現在建設中の六ヶ所再処理施設が初めてのものである。

建設予定がかなり遅れてきているが、間もなくウラン試験が始まりそうな気配である。

　六ヶ所再処理施設は、我が国の核燃料サイクルを確立するための要となる施設である。

予想以上の費用がかかりそうだというので反対する向きもあるが、我が国のエネルギーセ

キュリティ全体を考えると、それ程大きい負担とは言えない。それよりも操業に当たって

最も注意を払わなければならないことは、国民、特に地元住民の理解に加え、米国の核不

拡散グループとか東南アジア諸国に十分理解して貰うことであろう。

3．使用済燃料の中間貯蔵事業

　使用済燃料の中間貯蔵事業は．エネルギーセキュリティ上、重要な事業となろう。使用済

燃料は50年後からの貴重な資源である。米国のユッカマウンテンをはじめ、フィンラン

ドのオルキルオト、スウェーデンのオスカーシャムなどを視察してみると、深地層処分場

というのは名ばかりで、いずれも使用済燃料の保管場になっている。もし、代替エネルギ

ーが開発されて、原子力が不要になった場合は最終的分場になるが、必要となれば再取り

出しができるような設計になっている。フランスですら、再処理しない使用済燃料の再取

り出しの研究をオスカーシャムの深地層研究所の一部で実施している。

　我が国でこれまでに蓄積された使用済燃料と今後発生する使用済燃料の量を考えると、

六ヶ所の再処理施設だけではせいぜい半量くらいしか再処理できない。残りは中間貯蔵と

いう形を取ることになるだろう。諸外国と少し違う考え方ではあるが、我が国では、再処

理で発生した高レベル廃棄物のみを処分し、再処理しない半量は中間貯蔵を考えた方がよ

い。使用済燃料の中間貯蔵の期間は、50年という考え方にこだわる必要はないのではな

いか。フランスでは最近、長期中間貯蔵として100～300年を提案している。



4．輸送事業

　テロリズムが世界的規模になる気配から、国際輸送は一段と厳しい局面に差しかかって

きた。これまでは反原子力運動に対応しているだけでよかったものが、テロリズムに対す

る核防護と共に破壊行為に対する対応も必要になってきた。特に、損害賠償という考え方

が複雑になってきた。プルトニウム輸送を例にとると、沿岸通過国に対して、事故の補償

に加えて爆破についても補償を考えなければいけない状況になってきた。

5．おわりに

　今何をなすべきか。我が国は、①エネルギー資源が乏しく、②電力・ガス・石油の何れ

も隣国と接続していない、③軍事力が使えない、などの理由から、エネルギーセキュリテ

ィ上からみて脆弱である。と考えると、今何をなすべきかというよりも、今何ができるか、

できることは何でも努力すべきではないか。



工業ベースの再処理と廃棄物管理、教訓とビジョン

フランスAREVA社副社長　J．一」．ゴトロ

　再処理および廃棄物管理は今や成熟した産業である。燃料中に残存するエネルギーを利

用すると同時に、地層処分場が出来あがるまで最終的な廃棄物を分離調整して安全に貯蔵

するための使用済み燃料管理に実証された対処法を提供することができる。AREVAは

かかる技術を工業規模で開発し、安全に効率的に運転することに使命を果たしてきた。今

日までに、AREVAはLaHagueプラントの運転を通して20，000トンの軽水炉燃料
の処理を再処理してきた。

　AREVAはまた、引き続き技術の改良にも努めている。　La　Hagueプラントも同様である。

運転は常に改善されており、経験を分析する事で効率・生産性は向上している。さらに、

廃棄物管理では革新的改善も達成している。使用済み燃料1トン当りから発生する廃棄物

は充填固化後には設計値の3立方メートルから現在では0。5立方メートル以下にまで減

容され、全て汎用のキャニスターで安定固化される。

　AREVAにとって、その技術を日本原燃の六ヶ所プラントに移転した事は誇りである。

技術移転契約には当初から経験の反映が含まれている。以来、日本原燃とAREVAの問

には長期にわたる深い信頼関係が構築されてきており，今後とも日本の仲間と協力してこ

れをサポートする事はわれわれの喜びである。



原子力発電と原子燃料サイクルのバックエンドについて

東京電力（株）取締役原子力本部副本部長　佐竹誠

　資源に乏しい我が国は国内で使用済燃料を再処理し、抽出したプルトニウム等の有用物

質をリサイクルして利用することが、エネルギーセキュリティの確保と環境保全の観点か

ら国の重要なエネルギー政策とされている。その政策の下に、電気事業者も六ヶ所再処理

工場を建設し、2006年の営業運転開始を目指して準備を進めるなど、一翼を担って来

たところである。

　しかしながら、再処理や廃棄物の最終処分など原子燃料サイクルのバックエンド事業は、

極めて長期間を要するものであり、事業の不確定性が大きく、その費用も巨額で、かつ発

電時点から費用の支払い時期が遙かに遅れるという通常のビジネスには無い特徴を有して

いる。電気事業者では、六ヶ所再処理ユニ場を40年間運転すると仮定し、関連するバック

エンド事業の総費用の見積もりを行い、割引無しで18．8兆円と算定した。その内およ

そ1／3が、既に発電し終わった使用済燃料にかかわる今後の費用である。その費用は、

発電した時点で需要家から集めて確保しておくべきものであったが、自由化以前の総括原

価制度の下で、政府の規制によって一部が未回収のままとなっている。

　従って、電力小売り自由化の拡大の申で原子力が一方的に不利な立場とならず、既存の

電気事業者が原子力発電と原子燃料サイクルをしっかりと維持して行く為には、適切な措

置が必要である。即ち、発電時点でその電気をお使い頂いた需要家から将来の費用を適切

に回収させて頂き、それを安全かっ透明に管理して将来に備え、様々な状況変化に対して

も弾力的かつ柔軟に活用できる仕組みの確立が必要である。また、既に未回収となってい

るコストは将来の電気料金で回収するしかないが、既存の電気事業者にとどまる需要家だ

けから回収すれば、世代間のみならず同一世代でも顧客間の公平性の観点、裏を返せば競

争中立性の観点から甚だ問題であり、託送スキームを活用して広く薄く回収する仕組みの

確立が必要である。

　バックエンドを含めた発電コスト分析の結果、原子力は長期に安定して高稼働率で運転

すれば他電源と遜色ない価値のあることがわかっている。電気事業者は、上記の条件整備

の下、自由化拡大後の競争市場の中でも引き続き原子力発電と原子燃料サイクルを推進し、

国の重要なエネルギー政策に貢献して行きたいと考えている。



発表要旨

東奥日報常務取締役編集局長　塩越　隆雄

　右手で握手し左手でパンチを繰り出す一電力自由化【競争】とバックエンド事業【協調】

についての私のイメージはこんなものだ。今六ヶ所村では、不良工事続発一という逆風の

中、電力各社から派遣された社員を申心に、我が国初の核燃料サイクル施設建設のために

懸命の努力が続けられている。

　しかし、その将来は？となると、確かな展望は見えにくい。理由の一つに表題の不確か

さも影響しているのではないか。

　2002年3月27日付け本紙【東奥日報朝刊】は「東電　域外供給ならず憐台の電力

供給入札失敗値下げ交渉には効果」の見出しで、電力入札の模様を伝えている。東電は、

2000年3月に導入された電力小売り一部自由化制度に基づき、初の区域外参入を狙っ
た。

　これ自体は政府の政策変更に基づく行為で何も責められるべき点はない。が、裏側には

重大な問題が数々ある。表面面を見るだけでも、これによって東北電力側は多大な出費を

強いられた。戦争をしながら握手では、どこかにひずみが出る。自由化を徹底すれば、電

力サバイバル時代の到来である。

　これが、協調・協力を旨とするサイクルを初めとするバックエンド事業に影響を及ぼさ

ない訳がない。

電力会社10社で見ても、その内容には強弱がある。それが自由化という同じ土俵の上で

競争すること自体、弱肉強食を意味する。

　もちろん自由化は消費者の利益。これは当然の考えだが、現地で「仙台戦争」以後を見

る限り、これも怪しい。競争は必要で協調も必要だが、これを達成するには、一層の困難

を克服しなくてはなるまい。

　業界も国もそして消費者もその覚悟と知恵は本当にあるのだろうか。国民はそのことを

知らないし知らされてもいないように見える。



バックエンド問題の論点

東京大学大学院教授　山地憲治

㊥1967（昭和42）年原子力長計策定時からの変化

一想定されていた原子力規模の大幅縮小。

　（2000年のわが国の原子力規模は1億kWを超えると想定されていた。）

一想定されていた再処理・MOX燃料加工コストの大幅上昇。

　（再処理費用は回収されるウランとプルトニウムの価値で相殺されると考えられてい
た。）

一米、英、独、仏の増殖炉開発中止。

一核兵器保有国の増加。

一地球温暖化対策が現実の政策課題になった。

一電力市場自由化。

　（原価主義の料金設定から競争的料金へ）

㊧六ヶ所再処理の問題点

一プルトニウムの経済的価値はマイナス。（回収ウラン利用の見通しも不明確）

一再処理は資源回収としては採算が合わない。（予定通り運転できないリスクもある）

一二用済み燃料対策として再処理の機能は中間貯蔵と同じ；中間貯蔵の方がはるかに経済
的。

一再処理引当金で手当てできていない費用項目が大きい（施設廃止コストなど）。

一電力会社が六ヶ所を申断できないのは上流に遡及して原子炉が止まることを恐れるため。

㊧核燃料サイクルの意義をどう考えるか

一プルトニウム利用によって原子力は莫大な供給力を実現する。しかし唯一の選択ではな

い。

一2050年頃までウラン資源は十分。現在の軽水炉で原子力の意義は確保されている。

一革新的技術（再処理、増殖炉）の開発に向けた長期戦略が必要。

㊧これからどうすべきか

一核燃料サイクル確立（＝全量再処理）という「建前」を変更する。

一再処理から申間貯蔵へ核燃料サイクル路線の転換。

一使用済み燃料直接処分も選択肢；ガラス固化体やTRUなど再処理廃棄物処分と比較検
討。

一中間貯蔵後のバックエンドは政府が責任を持つ体制の構築。
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4月23日（金）

セッション5「市民社会の中の原子力」（13：00－15：30）

コーディネーター：井川　陽次郎　読売新聞論説委員

第1部NPO／NGOフォーラム

“日本のエネルギー・原子力、環境政策をこう改革したい”

　社会の多様化・複雑化に伴い、様々な分野において、個人の自発的意志に基づき新たな

視点で政策を提言する動きが活発化している。国の政策決定についても、生活者の立場か

ら独自の視点で発言する非営利活動法入（NPO）／非政府組織（NGO）が多く活動を展開

している。

　ここでは、日頃から、エネルギー・原子力、環境政策について情報を集め、学び、考え

を発信しているNPO／NGO等の関係者が多く集い、それぞれの活動について紹介する

とともに、独自の視点から環境保全とエネルギー安全保障、将来のエネルギー供給につい

て、原子力発電所で働く方の声や専門家のコメントを交えっつ、自由な討論を行い、今後

の関係施策立案に対する意見発信の機会とする。具体的には、わが国の原子力に係わる政

策決定手続きの問題、国と原子力施設所在自治体との関係、情報公開などについて、NP

O／NGOの観点から問題提起や政策提言を表明してもらい、その対応等について議論す
る。



原子力をとりまく風土を改善するために

　　～10Jのあたらしい挑戦～

NPO法人rlOJ（日本の将来を考える会）」企画運営委員　青野　千晶

設立の趣旨と目的

　当会の目的は、名前に冠したとおり日本のよりよい将来に貢献するために行動しようと

いうものである。そのアプローチとして、とりわけ深刻で時間的な制約をもつエネルギー

をめぐる問題に重点をおいている。会員は、大学や研究機関で研究と開発にあたる専門家

から、エネルギーについて知識と経験を伝えたいと願う往年の現役、さらに企業人、教育

界、大学生などさまざま。地域の発展を願うひとも、国の将来を弔うひともいる。それぞ

れが抱く思いを数と形でプラスに転じたいという期待をもって会に参加している。

エネルギー教育

　よくも悪くも注目度の高い原子力について、総合的で妥当な判断を多くのひとが共有で

きるためには正しいエネルギー教育が欠かせない。会員有志のすぐれた専門性と経験をい

かして、中高大学生むけの講座（「10J知求クラブ」）（無料！）をはじめている。

これまで

　・　未来のエネルギー　核融合のはなし

　・　高温超電導のあれこれ

　・　電気はこうしてつくられます　など、また環境をテーマに

　・　自然をこわさない開発

　・　地球温暖化とはなんでしょう

　・　野生生物の危機とわたしたち　など、いずれも好評でシリーズとしてこれから地域

　　　も回数も増やしていく予定である。

政策提言

　将来をにらんでの長期戦がエネルギー教育なら、「その時」をのがさないタイムリーな作

戦は政策提言である。発電所トラブル、プルサーマル計画、再処理など専門家しか評せな

いことがらもあるが、一般市民も言いたいことがある。国、電気事業者、立地自治体と住

民、というこれまでの政策決定の枠組みに第三者的中立の立場のNPO組織が加わること

で、わたしたち一人ひとりがライフラインの確保に責任と関心を持てるようになるのであ

ろう。会員1600名（3月現在）の中での議論とともに外への発信をとおして世論を喚

起する一役を買いたい。

知る人と知らない人との「中間項」

　なんだかよくわからないけど怖そうだ、という未知の不安を克服してきたのが人類の歴

史である。原子力についてはその克服度が人によって著しく異なるためにひずみが大きく

なっている。本当に怖いのはなにか、打つべき手はなんなのか。知る人と知らない人をつ

なぐ役割を正しく果たしているのは誰であろうか。考えても浮かんでこなければ新しい形



体の組織が担えばよい。理解して議論して提言する。そんななかで、賛成か反対か、とい

う踏絵にも似た情緒的二者択一議論から科学的合理的議論へと風土をかえていく一それこ

そが10」のめざす方向であると考えている。



電気の生産地と消費地のコミュニケーション

NPO法人「あすかエネルギーフォーラム」理事長　秋庭　悦子

＜あすかエネルギーフォーラムの活動状況＞

　2001年にエネルギー問題に関心のある消費生活アドバイザーのグループとして設立。

電気の生産地と消費地の生活者が本音で語り合う「エネルギートークサロン」を福島、柏

崎、青森などで7回開催し、コミュニケーションの大切さを実感した。

　消費者と企業・行政のパイプ役である消費生活アドバイザーとして、エネルギー問題に

ついてもコミュニケーションの媒介が重要な役割であることを認識した。より充実した活

動するためにNPO法人化を目指し、2003年11月に東京都から認証された。
　今後、全国のエネルギーに関心のある消費者のグループに呼びかけ、生活者のエネルギ

ーネットワークを広げたい。

〈交流から見えてきたこと〉

　どの地域でも、日頃エネルギーについて関心の薄い消費地の消費者が質問し、関心も知

識も豊富な生産地の消費者が答えるというスタイルになりがちであった。必ずどこでも、

生産地の人々から「もっと消費地の人たちはエネルギー問題に関心を持ってほしい」と言

われ、消費地の人々も自分たちの関心の低さを反省し、電気を大切に使うべきだと気がつ

くというケースが多かった。

・同じ生活者の言葉には説得力がある。

・消費者同士の交流から気付きあうことが重要である。

・消費地の消費者への関心の喚起と啓発活動が必要

・話し合った結果を国や電力会社に提言、提案することが大切である

く消費者から情報発信することが重要〉

　エネルギー問題について、専門家に任せるのではなく、私たち消費者がもっと関心を持

ち、積極的に情報をキャッチし、正しく理解することが必要である。そして、政策に積極

的にかかわり、発言することが大切である。そのためには、国や電力会社は双方向のコミ

ュニケーションを通じて分かりやすい情報提供をする必要がある。また、誰でもが発言し

やすい場を設けることが大切である。



市民に開かれた原子力政策とは

市民科学研究室代表　上田昌文

　私が所属する「市民科学研究室」では現在、生命操作、宇宙開発、電磁波、ナノテクノ

ロジー、食料、低線量被曝問題の6つの領域で（専門家でない一般の）市民が主体となっ

た調査研究を手がけている。そのねらいは、市民が（D科学技術における政策形成と研究

開発の適正な制御にいかに意思を反映させていけるのか、あるいは（2）技術の負の側面や

リスクをいかに総合的に判断し軽減していけるのか、さらに（3）よりよい社会像を構想し

つつそれに向けての具体的な変革を生活者としてどこから着手すべきなのか、を明らかに

することである。

　日本の原子力政策には余剰プルトニウムの扱いや高レベル放射性廃棄物の最終処分、電

気事業の経営を圧迫する高コスト構造など未決の問題がいくつもある上に、近年、JCO臨

界事故や東京電力のトラブル隠しの発覚などが相次ぎ、国民からの信頼度の低下も相まっ

て、従来の原子力拡張路線は変更を余儀なくされる状況となっている。

　技術は巨大であればあるほどその制御には専門家への依存が高まり、また巨額の予算を

要することから財政構造を硬直化させ、さらに分散型システムとはなり難いことから中央

集権的な意思決定と管理が常態となる。

　こうした認識に立つとき、ではよりよいエネルギー政策に向けて「国民との対話」をど

う開くべきか。ここでは、市民自身が意識と生活を変えなければエネルギー問題の解決は

ありえないことを前提にして、市民を交えて検討を加えることが望まれる課題を挙げてみ

る。

1．環境負荷の軽減と持続可能性（ひいては世界規模での富の格差の解消）を是とする以

上、経済成長を前提にしたこれまでのエネルギー政策σエネルギー基本計画」「長期エネ

ルギー需給見通し」）を見直さなければならないのは明白だと思われる。現在のエネルギー

消費構造において浪費が著しい局面は何であり、全体として合理性を保ちながら消費レベ

ルをどう段階的に、しかも生活の質を損なうことなく下げていくことができるかを具体的

に明らかにすべきだろう。コンセンサス会議のような手法を使って、市民自身の手で望ま

しい．エネルギープランを描いてみることは、市民の自覚を促すのに有効かもしれない。審

議会・委員会に意思決定を独占され、国会での議論もままならないというエネルギー政策

策定過程をどう開いていくかが焦点となるだろう。

2．原子力利用に伴う放射線被曝について、過去の重大事故の事例も含めてその全貌や実

態が明らかにされたわけでも、現行の安全基準が充分に合理的な根拠を持っているわけで

もないことを認識する必要がある（例えば『ECRR　欧州放射線リスク委員会2003年勧告』

を参照）。原子力開発の最大の被曝源とみなし得るウラン鉱山、原発稼動に伴う排気・排水

中の放射能、原発労働者の被曝などに、報道の目はなかなか向けられない。放射能汚染や

被曝がある程度まで不可避であるなら、その実態をできる限り正確に示し、その上でリス

ク受忍の妥当性を問うべきであろう。



3．電力消費地である都市部と事故のリスクを引き受けることになる地域の間の不公正、

そして現世代と放射性廃棄物を押しつけられることになる将来世代との不公正は、市民が

もっと鋭く意識すべき問題である。地方分権や少子化が進む中で地域間交流や世代間交流

の機会が増えてくるだろうと思われるが、原子力問題をタブー視することなく議論の姐上

に載せていくことが大切だろう。



発表要旨

NPO法人「環境エネルギー政策研究所」副所長　大林　ミカ

　1950年代半ばから国策として進められてきた日本の原子力政策は、今、大きな曲が

り角に立っている。電力需要拡大の停滞、電気事業の自由化の流れなどから、原子力を強

力に推し進める経済的メリットが失われつつある。

　一方で、国と電力会社によって「ブルドーザーのように」進められてきた原子力政策に

対する地域の反発も相次いでいる。国際社会における核不拡散の責任、地域への安心とリ

スク削減、電気事業の柔軟性など、日本の原子力産業が抱える問題は多い。

　また、最も直近の問題として、六ヶ所再処理工場の稼働がある。日本の原子力政策の柱

である核燃料サイクルは、高速増殖炉でのプルトニウム利用を本命として進められてきた。

しかし、1995年の高速増殖炉実証炉『もんじゅ』の事故以来、高速炉サイクル計画が

破綻し、本来はプルトニウム焼却のための軽水炉でのMOX利用（プルサーマル）があた

かも本来の目的であったかのように浮上している。資源効率の面から見ても、経済性から

見ても、プルサーマルの実施には大きな疑問が残る。

　その前提となる六ヶ所再処理工場のアクティブ試験を来年に控え、今こそ立ち止まって

日本の原子力政策を再考する時に来ているのではないか。



地域住民参加型の原子力技術体系の構築を目指して

NPO法人「資源循環型社会発信地域創造グループ」代表　柏谷弘陽

【はじめに】平成12年9月青森県認証の「特定非営利活動法人資源循環型社会発信地域

創造グループ」略称「NPO法人エッグ＝EGG（Environ磁e撹al　Guardian　of　Gala）」は

青森県のボランティア基金ヂ青い森ファンド」を使い、下北半島六ヶ所村で環境中性子の

定点測定を01年より金沢大学小村和久教授のもと実施している。02年より「青い森・

地球エネルギーフォーラム02」（基調講演：平沼経済産業大臣）於下北半島六ヶ所村・む

つ市、「青い森・地球エネルギーフォーラム03　（基調講演：平沼経済産業大臣）於下北半

島六ヶ所村・むつ市、「青い森・地球エネルギーフォーラム04（基調講演：中川昭一経済産

業大臣）於青森市を主催し、青森県下北半島を「単なる原子力半島」ではなく、アジアに

おける総合的なエネルギーの拠点として、新しい半島像を提案している。

【地域住民による環境中性子測定の重要性とその意義】金沢大学小村和久教授がJCO事

故の環境影響評価に当たり金（Au－197）の中性子捕獲で生じる放射性金（Au－198）の極低

バックグラウンドガンマ線測定により漏洩中性子の精密な評価を行ったことを知り、下北

半島六ヶ所村でも核燃料サイクル施設や核燃料加工工場の操業前から環境中性子の定点測

定に着手すべきとの結論に達した。「その地域は、その地域に住んでいる住民の意識以上に

は良くならない」という地域づくりの強い信念のもと、科学的な素養（リテラシー）の向上＝科

学的な事象に対する意識の高まりこそが、地域の安全性を高めることにつながるとの結論

から環境中性子測定に踏み切った（この測定は自然中性子や人間活動源の申性子を長期的

見通しのもとにじっくり測っていこうとするもので、嘗て米国のキール博士がハワイで行

なった二酸化炭素の数十年にわたる長期測定に相当するもので、モニタリングとは異なる）。

〔考察〕人災が原因と思われる原子力関連施設の問題（JCO事故以後、六ヶ二村の使用

済み核燃料貯蔵プール漏水問題、等）が引き続き起こっている。青森県の政策マーケティ

ング委員会「政策マーケティング03」の中でワークショップの意見「安全と安心の下北

へ」の中に次のようなものがある。「雇用の場として原子力施設は大切だが、人任せめ体質

では安心は得られない。住民は知らされるだけの存在であってはならず安全対策は地域住

民の参加が一番。住民が、科学的判断力をつけ、目となれば、安全は創り出せる」。原子力

を活用しようとする住民の理解と参加行動こそが安全への王道であり、科学的素養（リテラシ

ー）向上のための行動が必要とされる所以である。金（A翫197）試料を使っての測定システ

ムの構築はその具体例であり、このような科学活動こそが原子力立地の地域住民にとって

安心につながる。本測定継続の意義は極めて大きい。

【むすび】今日安全であったように明日もあさっても…永続して安全の日々が続くことで

信頼が生まれ「安心」につながる。安全は与えられるものではなく、創り出していくもの

であり、それはただ日々の営々とした科学的営みによる。「環境の危機ijが叫ばれ、原子力

に頼らざるを得ない現実において、住民参加型原子力技術体系の構築が、立地地域で着実

に進められていくことの意義は極めて大きい。なお、測定データは、毎年、高エネルギー

加速器研究機構（つくば〉で開催される環境放射能」研究会で02年より発表されている。



日本のエネルギー・原子力、環境政策について

全国電力関連産業労働組合総連合社会・産業政策局長　坂元　浩治

一安定供給と地球環境保全一

　脆弱なエネルギー供給構造を持つ日本においては、エネルギーの自給率を高める必要が

ある。このために、化石燃料以外のエネルギー開発・利用を積極的に進める必要があるが、

風力や太陽光などの再生可能エネルギーだけでは、電力などの利便性の高いエネルギー源

を長期的、安定的にかつ低廉に調達することは困難。また、地球環境問題を考えても、こ

れまで以上に無制限な化石燃料の利用は慎むべき。

○原子力発電

　長期的な展望に立って、エネルギーの安定供給と地球環境保全の観点から、欠かすこと

ができない重要な電源と位置付け、核燃料サイクルの確立とともに積極的に取り組むべき。

　なお、職場の安全が国民の安全と安心感の構築につながるとの観点から、安全について

は厳しく対応する。

○再生可能エネルギー

　再生可能エネルギーは、枯渇するおそれがなく、環境特性にも優れ、純国産エネルギー

と位置付けられることから、少資源国であるわが国において積極的に導入すべき。しかし

ながら、これらエネルギーは、供給安定性、コスト等の課題もあるかことから、既存電力

との供給バランスを考慮しながら進めるべき。

　また、水素エネルギーは、製造段階から利用段階に至るカーボンフリーの水素製造技術

の開発が必要。

○省エネルギー

　国民生活、企業活動にとっても将来にわたり継続可能なものであるべきで、消費自体に

制限を設け需要を抑制するのではなく、省エネ技術開発の促進や効率的利用を図ることが

重要。

以　上



4月23日（金）

セッション5「市民社会の中の原子力」（15：45－17：30）

コーディネーター：土屋　佳子　フリーアナウンサー

第2部　市民の意見交換の集い

“豊かさってなんだろう？”

　いま、本当の「豊かさとは何か」が問われ、社会の価値観、個人の人生観は大きく変容

し、多様化している。スピード、効率、便利さを追い求めてきた生活から、ゆとりを大切

にし、省エネルギーで自然との調和を楽しむスローライフを指向する人、経済活動だけが

社会貢献ではないと考え、仕事より育児や介護、ボランティア活動を優先する会社員、あ

るいは、がんばらないことをスローガンに掲げる自治体など、意識革命ともいうべき新た

な価値観が生まれてきている。さらに、「豊かさ」を担保するためには、生活のあらゆる場

面での安全性が確保されること、安心できる社会であることが重要な要件である。原子力・

エネルギー問題も経済成長、エネルギーセキュリティ、CO2削減、科学的安全性などの

視点のみに解を求めるのではなく、これら個人の生活や市民社会から出てきた多様な価値

観、意識へも目を向けることが重要である。加えて、世の中が男女共同参画社会へと進展

を遂げる中で、女性の視点、意見は、これらの様々なライフスタイルを考える上での切り

口のひとつとして重要なファクターであることも考慮する必要がある。

　ここでは、第1部での議論を受け継ぎながらも、市民生活の中でどのような価値観が生

まれてきているか、消費生活者の意識とはどのようなものかを、特に女性の目線からレポ

ート、コメントしてもらい、原子力・エネルギー問題との関わり、それがもたらす影響お

よび今後進むべき方向について、一般市民を交えた参加者全員で考え、意見交換を行う。
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第37回原産年次大会準備委員会委員名簿

議長・講演者・パネリストの紹介



第37回原産年次大会準備委員名簿

委員長　茅陽一

委員井川陽次郎
　　　　内山洋司

　　　　岡崎俊雄

　　　　加藤秀樹

　　　　神田啓治

　　　　岸田哲二

　　　　兎島伊佐美

　　　　西川正純

　　　　齋藤伸三

　　　　笹岡好和

　　　　白土良一

　　　　谷ロー郎

　　　　永松恵～

　　　　藤村コノエ

　　　　宮本一子

　　　　山地憲治

オブザーバー

　　　　藤嶋信夫

　　　　渡辺　格

　　　　前田　秀

松林健一郎

三浦　潤

　　　　　　　　　　　　　　（敬称略、50音順）

東京大学名誉教授

（財）地球環境産業技術研究機構副理事長

読売新聞論説委員

筑波大学教授

日本原子力研究所理事長θ004．Zノ～ノ

構想日本代表

京都大学名誉教授、エネルギー政策研究所所長

関西電力（株）副社長

電気事業連合会副会長

柏崎市長

日本原子力研究所理事長ピ～2003，ノゑ3刀

全国電力関連産業労働組合総連合会会長

東京電力（株）副社長

（社）日本電機工業会会長、三菱電機（株）会長

（社）日本経済団体連合会常務理事

NPO法人環境文明21専務理事

（社）日本消費生活アドバイザ㌧・コンサルタント協会

　消費生活研究所長

東京大学教授

内閣府政策統括官付参事官

文部科学省研究開発局原子力課長

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部

　原子力政策課企画官

外務省総合外交政策局科学原子力課首席事務官
　　　　　　　　　　　　　　　ピ～2003．ノ2　14ノ

外務省総合外交政策局科学原子力課首席事務官
　　　　　　　　　　　　　　　ピ2003．12！5～ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上



開会セッション

暴騰
川口　文美氏

紬40年生まれ

学歴＝

1964年

職歴：

1964無

1982年
｛985年

1987年

1989無

1993年

1997年

1999年

200霊無

口稲田大学第一商学部卒

中部電力株式会社入社

津支店　総務部労務課長

情報システム部　構報システム課長

高度情報化推進本部　情報システム

部次長

企画室㈱コンピュータ・テクノロジ

ー・ Cンテグレイタ出向

支二人　資材部長

取締役

常務取締役

取締役社長

千
守

、

字
趨
∵

懸盤幽
西澤　潤一氏

1926年9月12日生まれ

学歴：

1948無3月

1948年4月

⑲60年3月

東北大学工学部電気工学科卒

東北大早大学院特別研究生
（歪953年まで）

工学博士

職歴1

1953年4月　東北大学助手（電気通信研究所）

綿54無5月　東北大攣助教授（電気通信研究所）

1962年12月東北大学教授（電気通醤研究所）

1968年～　　（財〉半導体研究振興会半導体

　　　　　　研究所所長

1990年4月～東牝大学名誉教授
1990年臼月　東北大攣総長（1996年11月まで）

1997年4月～東北自治総合研修センター館長

1997年9月～密城大学名誉学長

1998年4月～岩手県立大学長

2000年6月～（社二本原子力産業会議会長

2002年5月～（社）8本工学アカデミー会長

賞蜀：

1974年

1988球

2002年

2002年

公職：

1995年

2002年

日本学士院賞

文化勲章

勲一等瑞宝章

1旺E西澤メダル創設決定、他

B本学士院会員

ユーゴスラビア工学アカデミー外国

人会員、他

盛期
河村　建夫氏

1942年11月10日生まれ

経歴：

1967年3月
綿67年4月

政治歴：

1976年8月

1990年2月
1993年9月

1993年10月

1995年10月

1996年1月
1996年11月

1996年11月

慶鷹義塾大学商学部卒業
西部石油㈱入社（1司5唯年2月まで）

山日県議会議員当選（連続4期
平成2年まで14年闘）
衆議院選挙初当選（現5期）

自由民主党文教局口長（岡7年
3月まで）

ユネスコ国内委員会委員（2團任命〉

自由民主党政調副会長（同8年
1月まで〉

法務政務次官（同8年11月まで）

衆議院文部科学委員会筆頭理事
（嗣紛年8月まで）

自画民主党文教部会長（同9年
10月まで）

1997年10月

1997年10月

1998年8月

1999年10月

2000年7月

2000年12月

2001年1月
20餌年5月

2001年10月

2002年1月

2002年10月

2003年9月
2003年11月

衆議院予算委員会委員（岡質隼
10月まで〉

自由民主党文教制度調査会副会
長（同11年10月まで）

衆議院科学技術委員会理事（同
11無10月まで〉

文部総括政務次官（同12年4月まで）

自歯民主党政調副会長（同控年
12月まで）

文部総括政務次官（岡給隼1月まで）

文部科攣副大臣（岡13隼4月まで）

自由民主党国会封策委員会副委
員長（同14無1月まで〉
衆議院テ［コ対策特別委員会理事

（同鱗年1月まで）

衆議院文部科学委員長（同播隼
10月まで）

文部科学副大臣（岡15年9月まで）

文部科学大臣

文部科学大臣再任
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茅　陽一氏

1934無5月給日生まれ

学歴＝

4957年3月
1962年3月

職歴：

⑲62年4月
1978年4月
1995年3月
1995年4月

1996無4月

1998年4月

菓京大学工学部電気工学科　卒業

東京大学数物系大学院　修了・
工学博士

菓京大学工学部電気工学科　講師

同　教授

同　退富・東京大学名誉教授

慶応義塾大学大学院政策・メデ
ィア研究科教授

京都大学客員教授
名古屋大学客員教授（中部電力
寄付講座）

科学技術振興事業団環境関連研
究統括（平成15庫3月31日まで）
（財）地球環境産業技術概究機構・

副理事長／研究所長

2000年4月　慶応義塾大学客員教授
　　　　　　現職：（財〉地球環境産業技術研

　　　　　　究機構・副理事長／研究所長
　　　　　　慶応義塾大学客員教授

政府関係活動：総合資源エネルギー調査会会
　　　　　　長、環境管理規格審議委員会委

　　　　　　員長、他多数

国際的活動：ilASA（国際応用システム解析
　　　　　　研究所・在ウイーン）日本委員

　　　　　　会委員長

欝罰：

葉995年

1992年

1995年
1997年

電気学会平成7年度功績賞他学会賞

7回
エネルギーフォーラム賞、Ei刊工業

新聞出版文化賞

東京都科学技術功労者

環境功労者

略一2



穿寺男1』言藩ラ寅

岡村　正氏

1938年7月26鍵生まれ

学歴：

沿62年3月

職歴：

1962年4月
1993年嘘0月

1994年6月

1996年6月

1997年6月

1998年6月

東京大学法学部科卒

東芝　入社

情報処理・制御システム事業本

部長

取締役　情報処理・制御システ

ム事業本部長

常務取締役　情報通信・制御シ

ステム事業本部長

常務取締役（構報・通億システ

ム事業グループ）

取締役

上席常務（情報・通信システム

事業グループ）

1999年4月

2000年6月

2003：年6月

取締役

上席常務

情報・社会システ・ム社社長）

代表取締役

取締役社長

取締役

代表執行役社長

現在に至る

螺

臨画

　
　
　
澤
・
～
、
二
宮
「

も
簾

A．ビュが氏

綿48奪生まれ

学歴 フランス「Eco【e　Polytech頃que

（理工科学校）」および「Ecoie

Natlonate　Sup6ieure　des
Techniques　AvaRc6es（国立高等先

端技術学校＞」卒業

職歴：

で982～1984年

　　　　フランス産業省産業局長補佐

蓬984～1989年

　　　　フランス原子力庁核実験部副部長

1989～1992年

　　　　CiS；工業（ヨーロッパ系ソフトウ

　　　　ェア会社）防衛プログラム部長、副

　　　　社長を経て社長

1992～蓬999年

　　　　フランス原子力庁先端技術部長

1999～2003年

　　　　正CHNICATOM薮社会長
2003年1月～

　　　　フランス原子力庁長官

認識斬弐

1953年生まれ

学歴：

1978年8月　上海交通大学卒業（原子炉工学
　　　　　　専攻）

職歴＝

1972年

1978：年

1982年

1996年

山霊省大同県水利局揚庄電力灌

潮所に勤務

中国原子能科学研究院にてアシ

スタントエンジニフ7、エンジニ

ア、上級エンジニア、研究室副

室長、党支部書記、副院長

中国共産党入党，研究員級上級

エンジニア

中国核工：業総公司（当時）社長

補佐、研究員級上級エンジニア、

秦山第三核電有限公司取締役会

長兼社長

1999年

2002奪

2003年

中国核工業集団公司党組副轡
記、副社長

中圏共産党第十六回中央紀律検

査委員会委員に当選

申国核工業集団公司総経理（社長：〉

党組㈹書記。

★（中国共産党の）党グループ。政府機関や大

衆団体などの指導部に設けられた党組織
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N．デイアス氏

学歴等：

ハバナのビリャノバ大学機械工学科を卒業

フロりダ大学で原子カ工学修士及び博士号取得

米国原子力学会、米國機械コニ単攣会、米圏科

学進歩促進協会特別会員

職歴i：

2003年　原子力規制委員会委員長

1996隼　原子力規制委員会委員、許認可や規

　　　　制を担当・統括

前職はフロリダ大学原子力工学教授、革新寧

宙原子動力研究所（則SPD所長、フロリ
ダ・ニュークリア・アソシェイツ社の会長兼

誉席エンジニア

カリフォルニア州立大学ロングビーチ校研究

副部長

スペイン原子力規制委員会の首席アドバイザー

原子力発電事業者、原子力機器メーカー、

米国及び外国政府に対するコンサルタント

略畷



セッション1

翻魅
柴田　昌治氏

1937年2月21日生まれ

学歴：

1959年3月　名古屋大学法学部卒業

職歴：

紬59年4月　日本ガイシ株式会社入社
窪983年6月取締役就任
蓬987年6月　常務取締役就任
1991年6月　奪務取締役就任
1993年6月　代表取締役専務就任
1994年6月　　イ℃表取締役ネ±長蓑尤任

2002無6月　代装取締役会長就任（現任）

団体及び公職歴1
1995年5月～現在に璽る
　　　社団法人中部経済連合会　常任理事就
　　　任
蓬99霊年12月～2002年12月

　　　愛知県公安委員会　委員就任

2001年7月～2002年7月
　　　愛知県公安委員会　委員長就任

2001年5月～現；在にi至る

　　　愛知県経営者協会　会長就任
2002年5月～現；在に至る
　　　社団法人日本経済団体連合会　副会長
　　　就任
2003年凄月～現在に至る
　　　財務省　財政制度等審議会　委員就任
2003年4月～現在に至る
　　　厚生労働省　労働政策審議会　委員就
　　　任
2003年4月～現；在に至る
　　　総務省　郵政行政審議会委員就任
2003年5月～現在に至る
　　　経済産業省　独立行政法人評価委員
　　　会、日本貿易振興機構部会　臨時委員
　　　就任
2003年6月在名古屋フランス名誉領事館
　　　　　　名轡領事就任

賞罰：

1998年10月ベルギー王国‘レオポルド亙嵐
　　　　　　勲童コマンドール童，受童

加藤　秀樹氏

職歴：

霊973年

壕997年4月

1997年4月

大蔵省に入雀。証券局、主税局、

国際金融局、財政金融研究所な

どを経て、96年9月退職

日本に真に必要な政策を「民き

の立場から立案・提雷するた
め、非営利独立のシンクタンク

構想日本を設立。裁量行政に歯

止めをかける省庁設置法改正を

かわきりに、国、葭治体へのバ

ランスシート導入、道路公団罠

営化、年金制度改革など、縦横

無尽の射程から日本の理窟をめ

ざす

慶鷹義塾大学総合政策学部教授

を兼務

主な編著書・執筆書：

捻96年12月『アジア各国の経済・社会シス

　　　　　　テム選東洋経済

拍97年8月　『金融市場と地球環境毒

　　　　　　ダイヤモンド社

2001年11月　『道路公団解体プラン毒

　　　　　　文藝春秋

2003年3月　『ひとりひとりが築く社会シス

　　　　　　テム諺ウェッジ他

鈴木　基之氏

学歴：

1963年

1968年

東京大学工学部化学工学科

博士号取得

職歴：

1968年～1973奪

　　　　　東京大学工学部助手、東京大学

　　　　　生産技術研究所講師

1973無　　東京大学生産技術研究所助教授

1984年　　東京大学生産技術研究所教授、

　　　　　2001年3月退官

1995無～1998年

　　　　　東京大学生産技術硲究所所長

1998年～2003年

　　　　　国際連合大学副学長

2003無～　放送大学教授、国連大学特別学

　　　　　術顧問

研究領域

この間、中国溝華大学、韓國光州

科学技術大学院などの客員教授

：環境技術開発、環境のモデル化、

　バイオアッセイなど。現在は特

　にゼ自エミッション実現の為の

　研究開発

　著書、学術論文多数。
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田中　明彦氏

簿54奪8月7日生まれ

経歴：

1977年3月　東京大学教養学部教養学科国際
　　　　　　関係論分科卒業
歪981年9月　マサチューセッツ工科大学政治
　　　　　　学部大学院卒業（Ph．D．取得）

19別年8月～1983年3月
　　　　　　側）平和・安全憂心研究所研究員

1982年4月～1986年3月
　　　　　　上智大学法学部非常勤講師
歪983年4月～1984年4月
　　　　　　東京大学教養学部助手

綿84年4月～1990無3月
　　　　　　東京大学教養学部助教授
1986年4月～蓬987年1月
　　　　　　ルール大学（ボーフム〉客員教授

1990年4月～1998年3月
　　　　　　東京大学東洋文化研究所助教授

歪994年9月～1995年7月
　　　　　　オクスフォード大学セント・アン

　　　　　　トニーズ・カレッジ客員研究員

1998年4月～2000年3月
　　　　　　東京大学東洋文化研究所教授

2000年4月～2002年3月
　　　　　　東京大学大学院情報攣環教授
　　　　　　東京大学東洋文化研究所教授（併任）

2002年4月～現在　現職

専門 国際政治学、東アジアの国際政治

主要蕃書二

『世界システム§（東京大学出版会、1989年〉
『霞中蘭係1945－1990』（東京大学出版会、1991年1

（山本吉宣と共編著）織争と圏際システム蓋
（東京大学出版会、紛92年）

謬新しい「中世」醒（日本経済新聞社、1996年、

サントリー学芸欝受賞）
置安全保瞳壽（読売新聞社、1997年）

『ワード・ポリティクス§（筑摩書房、2000年、

読売・吉野作造賞受賞）
『複雑i牲の世界』（到：草書房、2003庫）

長谷川眞理子氏

学歴：

で976無

1978年

1986年

東京大学理学部生物学科卒業

東京大学大学院理学系研究科人類学

奪攻修士課程修了

東京大学理学博士取得

職歴：

1979年6月～1981球5尾
　　　　国際協力事業願派遣専門家、タンザ

　　　　ニア共和国天然資源観光雀野生動物

　　　　局勤務

1983年4月～4990年3月
　　　　東京大学理学部助手

1987年9月～1988年8月
　　　　ブリティッシュカウンシル奨学傘に

　　　　より、ケンブリッジ大学動物学教室

　　　　特別研究員

1990年4月～1996年3月
　　　　専修大学法学部助教授

1992年1月～6月、蓬994年1月～6月
　　　　イエール大学人類学部客員準教授

歪996年4月～2000年3月

　　　　専修大学法学部教授

2000年4月～現在
　　　　早稲田大学政治経済学部教授

賑
臨　磯
癖彰翻

・鴛》講

中村　政雄氏

罫

1933年4月1日生まれ

学歴：

1955年

職歴：

1955年

紛59年

1983年

公職

九州工業大学工学部卒

菓京都庁勤務

読売新聞社入社

同社論説委員に就任

現在、科学ジャーナリスト

産業技術審議会委員

研究・技術計画学会参与

原子力委員会専門委員

日本科学技術ジャーナリスト会議

理事

主な著書1

「気象資源」（講談社）

「原子力と環境」（読売新聞社）、他
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矢島　正之氏

≦947年3月19日生まれ

学歴　　国際基督教大学大学院行政学研究

　　　　科卒

専門分野＝

　　　　公益事業論、電気事業経営論

職歴：

1970無　電力中央研究所経済研究所（現経

　　　　済社会研究所〉入所

現在 電力中央研究所　理事待遇

学会活動：

　　　　公益事業攣会理事　等

著書 「電プコ了1う「場自由イヒ」、　日本コ＝業新聞

社1994年10月（第15回エネルギー

フォーラム賞優秀作受賞）
‘‘

ceregulatory　Reforrns　o｛the
Electricity　SupPiy　lndustry悶（1997），

Quoru阻Books：Westport，
Co自necticut・London．

「電力改革」一規制緩和の理論・実

態・政策、東洋経済新報社、1998
年7月（1999年公益事業学会賞）

r世界の電力ビッグバン」、東洋経

済新報社、1999奪12月

「エネルギー・セキュリティ」、東

洋経済斬報社、2002年5月

「電力改革再考」、東洋経済新報社、

2004無2月
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セッシ…ヨン2

秋元　勇巳氏

1929年生まれ

1951年　東京文理科大学（現、筑波大学）化

　　　　学科卒

1954年　同特別研究生修了

1957隼　理学博士

1958年～59年

　　　　カリフォルニア大学ローレンス・バ

　　　　ークレイ放射研究所に留学

職歴：

1954年

1976年

1978年

1992年

1994年

2000年

2003年

三菱金属鉱業㈱（現、三菱マテリア

ル㈱）入社

三菱マテリアル㈱原子力部長

取締役

取締役副社長

取締役社長

取締役会長

取締役相談役

公職：

経済産業省（総合資源エネルギー講査会、産

業構造審議会他）、文部科学省（科学技術・

学術審議会他）、内閣府（原子力委員会、総

合科学技術会議）のほか、総合科学技術に関

する産業人会議等で要職を歴任。現夜、日本

経済団体連合会、日本原子力産業会議、電力

中央研究所、地球環境産業技術研究機構、科

学技術団体連合会等で役員を務める。

難
鰯

鱒

臨

　　　・郷禰

届薪
　雛轟．．

笛
噸

鍾
宅閲　正夫氏

1937年9月22日生まれ

学歴＝

1961年3月

職歴：

哩961年4月

1991年6月

1995年6月

1997無6月
1997年12月

1998無6月

⑲99年6月

1999年7月

2000無6月

東京大攣工攣部電気工学科卒

章章電力㈱　入社

岡　柏崎刈羽原子力発電所長

同　取締役　原子力本部副本部

長兼技術開発本部　副本部長

岡　取締役　漂子力本部副本部長

同　取締役　原子力本部副本部長

兼立地環境本部副本部長（環境）

周　常任監査役

東京電力㈱退職

㈹日本原子力産業会議　常務理事

同　専務理事

2001年12月

2003年6月

〈社旧本原子力学会

副委員長

㈹買本漂子力学会

倫理委員会

副会長

癒勲
飯田　浩史氏

1935年生まれ

学歴：

1959年　日本大学工学部（現理工学部）工業化

　　　　学科卒業

職歴：

1959：奪

1975年

1977無

で988年

1996年

2000年

産経薪聞社入社　秋田支局、東京

本社社会部を経て

編集委員一環境、科学技術担当

論説委員一環境、科学技術、司法、

警察挺当

論説副委員長
震唱言莞委員長イ℃守「テ

論説顧問

公職：

1993～2000年

　　　　中央環境審議会企颪政策部会特別委

　　　　員

1995～2000年

　　　　原子力委員会海外協力部会専門委員

2002年　経済産業省原子力安全・保安醗「棄

　　　　京電力点検記録等不正調査過程に関

　　　　する評価委員会」委員

ほか多数
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・と㌶磁惣／

欝
灘
轟
磯
蟹

醒
曝

謡 義夢

河原　叢叢

1942年1月1日生まれ

攣歴：

1966年3月

1967年10月

職歴：

1967葺三10月

1997年6月

20引隼4月

2004年2月

現在に照る

京都大学工学部原子核工学科卒
業

京都大学工学部原子核工学科修

士課程中退

株式会社β立製作所入社

（日立工場原子力部療子力第一課）

理事原子力事業部長

理嘉電力1電機クループ技師長

常務電力クループ技師長

岸沼　哲二氏

⑲堀年2月18日生まれ

学歴：

1963年3月

1965無3月

職歴．

1965年4月

1978年6月

1979年6月

1981年6月
1981年12月

1983年12月

1985年6月
1986年12月

大阪大学工攣部電気工攣科卒

大阪大学大学院工学研究科　原

子核工学修士課程修了

関西電力（株）入社

同社美浜発電所技術課長

同社福井原子力馬脳所核燃料管

理課長

同祉核燃料部課長

同社核燃料部目処理課長

同社原子力管理部炉心管理課長

同社ニューヨーク事務所附

同社原子力管理部（原子力安全

担当）次長

1989年6月
1991年12月

1992隼6月

1993年6月

1995年6月

1996年6月

1997年6月

2003年6月

現在に至る

同社原子燃料部長

同社副賓配人原子燃料部長

同社副支配人原子力企画部長

同社副支配人原子力・火力本部

原子力企潭部長

同社支瀧人若狭支社副支社長

同社支配入若狭賓社長

同社厳締役若狭支社長

同社代衰取締役副社長

笹岡　好和氏

1946年6月6日生まれ

学歴：

歪965年3月

主な経歴：

1965年4月

ig91無6月

1997年6月

2002年6月

2003無9月

群馬県立前橋工業高校卒業

菓京電力株式会社入社

東京電力労働組合埼玉総支部執

行委員長

菓京電力労働組合本部中央副執

行委員長

東京電力労働組合本部中央執行

委員長

関東電力総連会長

全國電力関連産業労働組合総連

合駒会長

全国電力関連産業労働組合総連

合会長
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佐々木宜彦氏

1944年9月18日生まれ

学歴：

哩968年3月

1970年3月

職歴：

1970年4月

1984年6月

1985年6月
蓬987年5月

4990年6月

1992無6月
闇993年1月

1994年7月

京都大学工学部卒業

京都大学大学院（修〉工学研究科

修了

通商産業省慮省

工業技術院総務部技術調査課長

愛媛県商工労働次長

Nl…DO　シドニー事務所長

資源エネルギー庁公益事業部発

電課長

工業技術院総務部技術振興課長

資源エネルギー庁公益事業部技

術課長

大臣官房地方課長

1995年6月

1996年7月

博97年6月

1998年6月

細99年9月

2001年1月

工業技術院総務部技術審議官
（研究業務担嶺）

環境庁長官官房審議官（長官官
房担当）

東北通商産業局長

資源エネルギー庁長宮官房審議官

大臣官房技術総括審議官

原子力安全・保安院院長

へ

C．ダガー氏

学歴

職歴

理学部卒。上級原子炉運転管理者の

資格を有する。

34無間にわたり原子力関連産業に
従事する。

米海軍原子力計画部

グランド・ガルフ原子力発電所運転

管理課長

ウォーターフォード第3漂子力発電

所運転管理部長

岡発電所副莇長

ピルグリム原子力発電所副所長を経

て現在、米国原子力エネルギー協会

（N日）原子力運転摂当副理事長

宮　健三氏

1940年生まれ

学歴：

歪964年

⑲66年

1969年

職歴：

葉969年

葉972年

4983年

蓬993無

東着ミ大学コ＝学吝親船舟白コニ学弄斗卒業

東京大学工学系大学院原子力工学専

門修士課程終了

東京大学工学系大学院原子カ工学専

門博士課程修了、学位取徹工学搏士）

新日本製鐵・製品技術研究所

東京大学工学部助教授（原子カ工学

研究施設）

東京大学工学部教授（療子力工学研
究施設）

東京大学大学院工学系研究科教授
（原子力工学研究施設）

2001年　慶応義塾大学特別研究教授、B本原

　　　　子力研究所特別研究員、普遍学国際研

　　　　究所所長、東京大学名誉教授

　この間、日本機械学会、日本原子力学会、

低温工学協会など各種学協会で専門委員、役

員として、また、政府機関委員としても幅広

く活躍。米国メリーランド大学、コーネル大

学、中圏麺安交通大学等で客員／顧問教授を務

める。
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午餐会

近藤　駿介氏

で942年7月26日生まれ

学歴：

1965年3月

紛70隼3月

職歴：

1970年4月

1971年4月

1984年4月

1988年8月

東京大学工学部原子力工学科卒業

東京大学大学院工学系研究科博

士課程（原子力工学専攻）修了

工学博士

東京大学工学部講師（原子力工
学科）

東京大学工学部助教授（原子力

工学科）

東京大学工学部教授（付属原子
力コニ学研究施設）

東京大学工学部教授（システム

量子工学科　旧原子カ工学科）

1995年4月

1999年4月

組織変更に伴う配置換え

東京大学大学院工学系研究科教授

（システム量子工学専攻）

東京大学原子力研究総合センタ

ー長

（併任　平成15年3月まで）

2004年1月　原子力委員会委員長

現職： 原子力委員長

遭難
竹内　懇懇

細33無生まれ

学歴：

東京教育大学大学院博士課程修了。文学博士。

奪攻は、江戸文化史・近世都市史。

職歴：

徳川林政史研究所主任研究員、信州大学助教

授、東京学芸大学教授を経て、

現在は、東京学芸大学名誉教授、東京都江戸

東京儲物館館長、徳川林政史研究所所長、日

本博物館協会副会長、社会経済史学会顧問な

どを勤める。

主な著書。編集：

「江戸と大坂」（小学館）・「元禄人間模様」

（角川書店）・「江戸の盛り場・考」（教育出

版）・「相撲の歴史」（鶏本相撲協会）・「江戸

名所図屏風の世界」（岩波書店）・「近世都市

江戸の構造」（三省堂）・「文化の大衆化」（中

央公論社）・「曲亭馬琴」（集英社）・「忠臣蔵

の蒋代」（日本放送出版協会）・「東京都の歴

史」（山川出版社）・「教養の日本史」（東京大

学出版会〉・「江戸時代館」（小学館）・「徳川

幕府事典」（東京堂出版〉・「江戸談i義十番」

（小学館）など。
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セッション3

藤井　靖彦氏

攣歴：

⑲67年

歪973年

職歴：

1972年

1974年

東京工業大学理工学部応用化攣

科卒業

同上大学　学位（工学博士）取

得

旭化成工業㈱ウラン濃縮化学法

開発研究

東京ユ王業大攣二子炉工学研究所

助手

1979年～1983隼

　　　　　　国際原子力機関核燃料サイクル

　　　　　　部派遣

1987年　　　東京工業大学原子炉工学研究所

　　　　　　助教授

1992無～現在

　　　　　　同研究所　教授

1998年4月～2004奪B月
　　　　　　同研究所　所長

［学会活動］

　　日本原子力学会理事q997～｛998年度〉

　　日本原子力学会企画委員長（1998年度）

　　日本イオン交換学会副会長（2000年～）

L．フォーク氏

学歴

　　　　カンザス州立大学で原子力工学の学

　　　　士及び修士号を取得

　　　　フルブライト奨学金を得て、ノルウ

　　　　ェー原子力研究所にて研究

1967年　マサチューセッツ工科大学原子カ工

　　　　学博士号を取得

職暦：

1968年　ベティス原子力研究所

⑲81年～91年

　　　　ウユ：スチングハウス原子カエネルギ

　　　　一・システムズ

歪984年～88年

　　　　ペンシルベニア朔立大学原子力工学

　　　　科の助教授

　　　　工学・技術認定評議会（AB圧τ）技術

　　　　認定委員会（TAC＞、国際認定委員

会等各種委員会や学会の委員を歴任

現養、ベクテル・ベティス研究所の

原子炉物理学のコンサルタント

騨

宮本　一子氏

学歴＝

立教大学法学部卒業

職業1

（社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタ

ント協会消費生活研究所長

川村学園女子大学人間文化学部講師

著作：

2002年

1998年

1988年

1982年

響内部告発の晦代邊花伝社（神戸賞

奨励賞受賞）

『商品安全白書盛悠々社（共著）

（神戸賞受蜜）

『暮らしの商品安全学』筑摩書房

『かしこい共働きの子育て10則』

サンマーク出版　など

委員：

産業構造審議会　交通政策審議会、気象分科

会、総合資源エネルギー調査会　など
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井頭　政之氏

学歴：

1974年

1976年

1978年

1978年

1987年

1990隼

東京工業大学理学部応用物理学科
卒業

東京工業大学大学院理工学研究科
原子核工学専攻修士課程修了

東京コニ業大学大学院理工学研究科

原子核コニ学専攻博士課程中退

菓京工業大学原子炉ユニ学研究所助手

工学博士（左京工業大学）

周　助教授、現在に至る

研究分野　（の原子力工学及び天体核物理学に

　　　　　　関連した核データ
　　　　　（2）中性子捕獲反応機構

受賞 仁科記念賞（2002）

活鋤：

東京工業大学教育企画官、東京工業大学評価

企画官、東京工業大学原子炉工学研究研教育

委員会委員長、日本原子力学会シグマ特出専

門委員会主査

上坂　充氏

1957年生まれ

学歴：

1985年 目京大学大学醗工学系研究科原子力

工学専門課程博士課程修了（工攣博
士贈辱）

職暦：

⑲85年　石川島播磨重工業㈱エネルギー開発

　　　　室
1991年　東京大学工学部附属原子力工学研究

　　　　施設助教授

1999年　東京大学大学院附属原子力工学研究

　　　　施設教授

2000年　高エネルギー加速器研究機構客員教授

研究分野

　量子ビーム工学

　フコ〔ムト秒電子・レーザー間期運転計灘

レーザープラズマビーム源

ピコ秒時間分解X線回折

医療用先進小型加速器開発

〆

幽

幽

郷海・膿灘講

北料　俊郎氏

1944年12月21日生まれ

学歴：

1967年

職歴：

⑲67年4月

1983年7月

1985年6月

1992年7月

1995年6月

1999年6月
2000無12月

20引年6月

2003年6月

慶鷹義塾大学経済学部　卒業

臼本原子四脚電株式会社入社

敦賀発電所労務課長兼敦賀建設

所労務課長

人事部能力開発課長

岡電本部発電管理部次長

敦賀事務所長代落

入財部長

原産会議人材問題小委員会委員

理事社長室長

倉職に経る
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学歴：

簿66年　九州大学卒業、同大学院修士および

　　　　博士課程修了

職歴 長崎大学講師、九州大学講師、同助

教授をへて1987年岡教授

現在　九州大学大学院工学研究院エ

ネルギー量子工攣部門　教授

原子力システム工学、原子力安全工

学に関し研究

原子力安全委員会原子炉安全専門審

査会などの委員

工藤　和彦氏

工学博士

1967年3月

1967年4月

1997年4月
霊999年4月

2002年7月

2004年1月

東北大学工学部原子核工学科卒

B本原子力研究所入所

同　企画室長

岡　東海研究所副所長

同　理事・東海研究所長

同　副理事長

田中　俊一氏

犠
一一隔

　べ懲臨餐

翔
蒸
　
、藤

1943年2月16日生まれ

学歴：

1966年3月

職歴：

1966年4月

⑲96年6月

歪997年6月

1997年9月

一橋大学社会攣部卒業

常陽銀行に就職

常陽銀行ひたちなか支店長に就

任

常陽銀行を退職

東海村長に就任（現在2期目〉

村上　達也氏
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渡辺　格氏

1958年1月生まれ

学歴：　東北大学理学部卒

職歴＝

1980年

1982年

1984年

1986年

1988年

1991年

1992年

1994年

1996年

科学技術庁入庁

通商産業省通商政策局北アジア諜

科学技術庁振興局圏際課

動力炉・核燃料開発事業団北京事務所

科学技術庁原子力局核燃料課課長補佐

科学技術庁原子力安全局原子炉規制

課課長捕佐

科単技術庁原子力安全局原子力安全

課課長補佐

科学技術庁科学技術政策研究所第三

調査研究グループ総括主任研究官
科学技術庁原子力安全局放射性廃棄

物規制室長

1998年

2001年

2003年

核燃料サイクル開発機構ワシントン

事務所

経済産業省原子力安全・保安院新型

炉等規制課長

文部科学省研究開発局原子力課長
（現職）
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セッション4

鰯1

顧薦
鳥井　弘之氏

槍42無生まれ

学歴：

堆967無

1969年

東京大学工学部卒（工業化学科一電
気化学）

岡修士課程修了

職歴：

1969年　素本経済覇聞社入社

1969～1976年

　　　　ヨ本経済新聞社編集局科学技術部

1976～1982年

　　　　同産業部

1982～1984年

　　　　同科学技術部

1984～1987年

　　　　同藍業研究所盆糞溜究員　日経ハイ

　　　　テク情報編集長

1987～1994年

　　　　同論説委員　兼Eヨ経産業消費研究所

　　　　研究部長

1994年～

　　　　周論説委員

2002年～

　　　　同論説委員

　　　　兼東京大学先端科学技術研究センタ

　　　　一客員教授

2002無4月～
　　　　東京工業大攣原子炉工学研究所教授

　　　　蕪譲本経済新聞社論説委員（嘱託〉

　　　　兼東京大学先蜷科学技術研究センタ

　　　　一客員教授

2004無3月
　　　　日本経済新聞社退社

圏尾　雅則氏

1966年生まれ

学歴：

1991年

職歴：

で991：年

歪993年より

2000年

現在

その他：

慶磨義塾大学大学院理工学研究
科修了（機械ユニ学専攻〉

㈱大和総研　入社（企業調査部）

電力・ガス損当アナリスト

ドイツ証券入社（株式調査部）

ドイツ証券会社東京支店株式調

査部ディレクター

日経金融新聞入気アナリストラ

ンキング　電力・ガス部門第一

位　（2002無度～2004奪度〉

米経済誌インスティチューショ

ナル・インベスター誌アナリス

トランキング　ユーティリティ

ー部門第一位（2002年度～2004
年度）

…饗
響灘

　
　
　
　
罎

鍵

盤
神田　啓治氏

唯938年4月6日生まれ

学歴：

歪961年

⑲66年

職歴

現在

学会

国際基督教大学教養学部卒

東京工業大学大学院工学研究科原子

核工学奪攻博士課程修了、工学博士。

京都大学原子炉塞験所講師、助教授

を経て教授（核物質管理学担当〉

京都大学大学院エネルギー科学研究

科教授（エネルギー政策学担当〉

エネルギー政策研究所所長、京都大

攣名誉教授、武蔵工業大学教授、電

力中央研究

駈硲究顧問、原子力委員会専門委員、

原子力安全委員会専門委員

国際中性子ラジオグラフィ学会会
長、幕際中性子捕捉療法学会会長な

蜜罰

どを歴任。

田本原子力学会賞（論文賞、技術賞、

貢献賞）、フランス政府國家功労勲

童（オフィシエ賞〉、科学技術庁長

官賞（核物質管理功労者表彰）など

を受賞
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酵、響

聯ダ㌧

騨欝響

鹸

※
誕

伊
襲
蓼

J謹J．ゴト日氏

学歴：

「EcQle　Na廿onale　Sap6rie疑re　des　A捜s　et

Metiers（ENSAM）還圏立高等技術工芸学校」

および「εcole　Nationale　S“P6rieure　des

Petroles　et　Moteurs（ENSP醗〉凱国立高等石

油動力学校」を卒業

職歴：

1968奪　エンジニアリング会社である
　　　　TEC親NIPに入社した。

1979年　St　Gobainグループの石油・原子力

　　　　産業の機械メーカー取締役社長

1984年ん89年

　　　　COGEMAグループSGN社のラ・ア
　　　　ーグで、弓P2およびUP3再処理施設

　　　　の建設、運転開始の監督尊母者

1989無～歪996隼

　　　　LYONNAiSE　DES　EAりXグループ

1997年

1998年

2000年

2002年

2003年

の関連会社で産業施設の保守サービ

ス専門会社であるDeiattre　LevMer

社の会長兼C巴O

COGEMA入社
原子燃料・リサイクル事業営業・計

癒部上席理事部長

同社圏際営業開発部門掻当・副社長

同社濃縮事業部門担当上席副社長お

よびE》RODiF社経営執行委員会会

長、COG匠MA社の経営執行委員会
メンバーに加わった。

AR薮VA社の国際事業・マーケティ
ング担当上席副社長

佐竹　誠氏

1943年9月9日生まれ

攣歴：

1968年3月　慶応義塾大学経済学部経済学
　　　　　　科卒

経歴：

1968年4月

1975年2月
1980年歪0月

1985無7月

1991年7月

1994年7月

1999年6月

2002年6月

2002年9月

東京電力株式会社入社

同社本店企画蜜（外務省派遣〉

同社本店企画室（経済団体連
合会派遣）

同社本店企翻部課長

同社埼玉支店浦和鴬業所長

同社本店企爾暴富部長

同社本店企画部長
同社取締役（企画部担任）

岡社取締役（原子力本部副本部長）

現夜に至る

謹

灘

難

嚇

1945年生まれ

職歴：

1968年 東奥日報社入社

校閲部、整理部、社会部、文化部記

考を経て野辺地支局で六ヶ所材を担

当。核燃料サイクル施設立地の当初

からを取材した。

その後、整理部長、社会部長、編集

局次長、編集局長を経て現在、常務

取締役編集局長。

塩越　隆雄氏
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山地　憲治氏

1950奪生まれ

学歴：

葉972：築

葉977年

東京大学工学部原子力工学科卒業

東京大学大学院工学系研究科博士課

程修了、工学博士

職歴：

1993年6月　（財）電力中央研究所経済社会研

　　　　　　究所概究主幹

1994年8月　東京大学教授（大学院工学系研
　　　　　　究科・電気コニ学専攻）

1999年4月　東京大学教授（大学院新領域創

　　　　　　成科学研究科・先端エネルギー

　　　　　　工学専攻兼大学院工学系研究
　　　　　　科・電気工学専攻〉

この間

1981年7月～霊982年12月

　米國電力研究所（EP只の客員研究員（派遣）

1999年6月～

　　　　国際応用システム分析研究所
　　　　（IIASA）　Ei本f℃表王里事

2001年9月～
　　　　グリーン電力認証機構委員長ほか

学会・審議会等：

　　　　日本漂子力学会、エネルギー・資源

　　　　学会（常任理事）

　　　　電気学会、環境経済・政策学会（理

　　　　事）、日本エネルギー学会（評議員）

　　　　総合資源エネルギー調査会：新エネ

　　　　ルギー部会、エネルギー政策WG
ほか多数

代表著作＝「原子力は地球環境を救えるか」

　　　　（Ei刊工業新聞社、1990年、エネル

　　　　ギーフォーラム賞優秀賞）　ほか
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セッション5 第1部

1959年8月30田生まれ

学歴：

1982年

経歴：

1982年

2003年

東京大学教養学部基礎科学科卒業

読売新闘社入社

読売新聞東京本社論説委員

井川陽次部氏

内山　洋司氏

歪949年12月14日生まれ

　
n
月
月

　
3
3

：
年
年

歴
7
6
7
8

学
1
9
糧

1979年6月

198～年3月

職歴：

⑲81年4月

1985年9月

1990年6月

東京工業大学工学部金属工学科卒

岡上大学院理工学研究科原子核
工学専攻修士課程修了

スウェーヂンシャルマース工科
大学大学院物理学科客員研究員
（1980年8月まで）

東京エ業大学大学院理工学研究

科原子核工学専攻博士課程修了
工学搏士〉

（財〉電力中央研究所入所　経済

研究所勤務

米国電力研究所儀PRδ客員研
究員（窪987隼3月まで）

側〉電力中央研究所経済研究所
エネルギーシステム研究室専門役

1995年4月

1997年1月

2000年4月
2003年4月

東京工業大学大学院総合理工学
研究科人間環境システム専攻客
員教授（2000年3月まで）
（財）電力中央研究所経済社会

研究所上席研究員
筑波大学機能工学系教授
放送大攣客員教授rエネルギー
工学と社会」担当　現在に至る

公職：

エネルギー一資源学会理事、編集実行副委員
長（2002年～現在）

通産省地球環境対策技術調査委員会委員

通産釜技術評価部会小委員会委員　など

著書：

1993年「破局からの脱出」電力新報社
1996年「私たちのエネルギー：現在と未来」培風館

2003年「エネルギー工学と社会」放送大学教材　他

1970年4月24日生まれ

学歴：

1993年

2003年

名古屋大学文学部卒業

名賓屋大学大学院国際言語文化

研究科修士課程修了

職歴：

1993～1995金融機関勤務

1996～2002国連地域開発センター

　　　　　広報部・研修部
2003～　　　普遍学国際研究所　研究員

青野　千晶氏
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秋庭　悦子氏

学歴：

1971無皐稲田大学商学部卒業

職歴：

歪g71無　日本航空蛛式会社入社広報室勤務

1973年同社退社
1989無通産大臣認定消費生活アドバイザー
　　　　資格取得

　　　　電気事業連合会広報部勤務（非常勤

　　　　嘱託）

1996年NTT関東支社広報蜜勤務（非常勤藏
　　　　託＞

1999年　　同宇土退学土

現在：

NPO法人あすかエネルギーフォーラム理事長

（社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタ

ント協会理箏・東日本支部長

NPO法人グリーンコンシューマー東京ネット理事

電気事業連合会広報部アドバイザリースタッフ

全国地球温暖化防止活動推進センター運営委員

「2003ライフスタイル見直しフォーラム匪事

務局長

委員：

日本工業標準調査会消費生活技術専門委員会

原子力環境整備機構情報公開適正化委員会

（財〉日本立地センター「姉妹都市・友好都市

提携事業」評価委員会

NPO法人ゲノムベイ東京協議会審議会

上田　昌文民

生物学専攻

職歴：

1992年から市民による研究・学習グループを

組織して科学技術関蓮の被会問題に取り組
む。

1997～2001年〈財〉政策科学石斉究所客員研究員

2002年㈱ユニバーサルデザイン総合研究所客

員研究員。

現在科学技術社会論学会の理事、㈱ソシオエ

ンジン・アソシェイツと組んだ「リビングサ

イエンス・ラボ」メンバー、出産・子育て支

援のコミュニティウェブ「ベビーコム」エコ

環ジーページの執筆・監修者など。

訳書篠に病む第三世界遷（到草書房1987年〉

他、雑誌ぎ科学オ他に掲載論文など多数。

現在、黍刊平ぎひとりから葦謹つぶつぶ』や

月刊誌ぎ家族ケア』などに科学記事・エッセ

イなどを連載中。

大林　ミカ氏

　1964年中津節生まれ。英語塾講師などを経

た後、歪992無から1999無まで原子力資料情

報室スタッフ。エネルギー・アジアの原子力

闇題を担当する。「自然エネルギー促進法」

推進ネットワークの設立に蓬998年から関わ

る。2000年8月に「環境エネルギー政策研究

所」を飯闘哲也氏と設立、2000年9月から特

定非営利活動法人環境エネルギー政策研究所

副所長。「自然エネルギー促進法」推進ネッ

トワーク副代表。

環鏡エネルギー政策研究所：

　http：／／www．isep，or，jp／

「自然エネルギー促進法」推進ネットワーク

　http：〃www．lcaapc．org／曜gen／
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柏谷　弘陽氏

1954奪生まれ

学歴：

1977無 早稲田大学社会科学部卒業

職歴：

⑲77年　大阪船場㈱クガ

1980年　㈱カシワや専務取締役

1994年　同社代表取締役
公職：：

1992～2003年
　　　　総務省そテ政季揖言炎藁き

1994～1995隼

1998年

ig99年

2001年

六ケ所村観光振興ビジョン策定委員

青森県濡性化大賞審査委員長

青森県ボランティア活動支援基本指

針策定委員

青森繋子供未来協議会委員

2004奪　青森県生涯学習審議会委員

麟

ゲ：塾，

1979年4月

1980年4月

望989年9月

1997年6月

2003年9月

現在に至る

関亜電力株式会社入社

関西電力二二会社美浜発電所に

配属

関西電力労働組合本店地区本部

常任執行委員長に就任

関西電力労働組合本部常任執行

委員に就任

全圏電力関連産業労働組合総連

合　社会・産業政策局長に就任

坂元　浩治氏
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セッション5 第2部

土屋　佳子氏

1956年10月31Ei生まれ

学歴：

　慶雁i義塾大学法学部法律学科卒

職歴：

　テレビ静岡 アナウンサー出身

主な出演歴：

　大調査1！なるほど日本人（TX）リポーター

　獲さんのひゆ一まんテレビ（TX）ゲスト出演

　くらしの経済（卜酬K）リポーター

　ニュース（朝日ニュースター〉キャスター

　ニュースファイル（ANB）キャスター
　選挙特番93日本の選択（衛星チャンネル）キャスター

　天気予報（TX）キャスター

　マネ嗣晴報（τX）リポーター

　港区区長対談（CTT）インタビュアー

政府行政広報グラフ誌rフォト」大臣対談

こんにちは県議会（TVS）キャスター

編集局発く衛星チャンネル）ニュースキャスター

モーニングショー（ANB）生CM

大橋　照枝氏

学歴：

1963：年

2001年

職歴

1990：箪

1992年

京都大学文学部哲学科（社会単〉卒
業

昭和女子大学から学術博士号取得

㈱大広　マーケティング・ディレク

ターを経て

国学院大学栃木短期大学助教授（マ

ーケティング・広告論）

麗5睾大学国際華至…ラ斎学音区教授

生活、環境関係に関する政府各省庁、

地方自治体、各種NPOの委員、ア
ドバイザー歴i任

生活、環境関係に関して多くの受賞

論文、著書がある。

　フリーライター、有機認証機関「OCIAジ

ャパン」代表。東京生まれ。千葉大学人文学

部卒業（ドイツ文学専攻）。ライターとして

環境問題や食に関する取材を行なう中で特に

ドイツ人の環境志向の暮らしぶりにひかれ、

10年来ドイツに通っては取材、執筆を行って

いる。一方で4年前にオーガニック検査員に

取材をしたのをきっかけに、日本の国土と食

を守る有機農業にも強い関心を抱き、現在有

機食品を認証する会社に勤めている。

鈴木由紀子氏
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別府　庸子沃

1945年生まれ

学歴＝

1969年
唯990年

職歴：

1980隼

1998無

2002無

2004年

京都大学農学部農林経済学科卒業

農学博士の学位授与（京都大学〉
（論農博第1578号）

社団法人輿論科単協会開発担当課長
姫路工業大学環境人閤学部教授

姫路工業大学大学院環境人間学研究
科（修士課程）開設に伴い環境人間
学専攻担当〔Mマル合〕

兵庫県立大学大学院環境人闘研究科
博士後期課程開設に伴い環境入間学
専攻担当〔Dマル合〕

（注〉兵庫県立3大学の統合により姫路工業
　　大学は兵庫県立大学となる。

主な学会活勤歴：

2002年3月～現在
　　日本原子力学会社会環境部会　運営委員

1990年～現在
　　日本セキュリティ・マネジメント学会運

　　営委員、理事、常任理事
1995年～現そ生

　　日本広報学会理事、常任理事

2000年9月～現在
　　兵庫県環境影響評価審査会委員

2003年7月～現在
　　兵庫県化学物質薄策検討委員会委員

　　ほか

著書：

1990年
｛994年

共著　システム農学
単著　農村・漁村における施設立地
同朋舎出版

～核燃料サイクル施設立地の合意形
成過程の分析～
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「第37回　原産年次大会・予稿集」広告掲載会社一覧
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環境と調和し資源を大切にする、革新テクノロジーに取り組んでいます。

富士電機グループは、わが国で初めての商用原子力発電所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．奪．’蟻難『東海発電所匪の建設に携わって以来、ナショナルプロジェクト

の一端を担って各種原子力分野の開発事業に取り
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　嚢魚繍藻’騰
組んでまいりました。これからも、地球環境と調和

した21世紀の薪しい原子力事業に向け琿豊かさへの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戸　　　　　　’　　　　等鷲一撒

貢献』ビ創造への挑戦』『自然との調和圭を理念に

斬新な技術開発に挑み、豊かな社会づくりに貢献してゆきます。　　　　　　　Z

黙
翻

欝欝編綾

，騎　．芝書。’点禽

轟じ’R

謬　　導二　隔　晒　船

竃　謂茄

富士電機システムズ寧講獺1齎欝1認論灘諮薦・g・，82
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原子力発電技術の確立にIHIは．

全社一丸となって取り組んでいます。

※写真は、横浜第一工場で製作中の135万kW級

A－BWRの原子炉圧力容器です。

IHI到麟摩票難灘調川，
　　　　　　　〒100一餅82東京都千代田区大手町2－2－1（新大手町ビル）

　　　　　　　電言舌（03）3244－5301

　　　　　　　エネルギー・プラント事業本部　エネルギーシステム事業部／横浜第一工場

　　　　　　　〒235－8501神奈川県横浜市磯子区新中原町1　電話（045）759－2111
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MITSUBISHl
　　　　　三菱電機

“麟鋼露四四霧鋸引

♂二　〃　・母・／　・ハ

鎌騒郷議
鑑綴字串一ソ塊一勤雛ン

街で、家庭で、オフィスで　　。

＿菱電機は、地球に優しいシステムで電力供給を支えています。

私たちの悪らしにかかせない電力。総総電機では、お客さまの多彩なニースにお応えするため、

21世紀のエネルギーソリューションをご提案します。

芝駐COLOGY
　　地球温暖化をふせぐクリーンエネルギーの巽用化など、難しい地球環境をまもるように貢献します。

　薦CO穫OMY
’一工ネルギー黄源の有効・効率的盾用や経済性の追求など、コストパフォーマンスに優れたシステムをご提案します。

〆

　康FORMAτ10四丁混CHNOLOGY
．　偶報技術を需用した、罵農な爾力ネットワーキングを案現します。

〒1008脚棘都千代駆丸の内223〈三菱電機ヒル＞TEL（03＞32雀82捌　《三菱電機株式会社

Ad－5



第37回原産年次大会

地球46億年の恵みを
確：かな技彷で

　原子カエネルギーとして
　　世の中1に送り出してωまする

原子燃料・加工3社
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Ka層》調sak醒

人間と地球

躍崎重工の技術が考え続けるテーマです。

川崎重工は、陸・海・空に多彩な製品を送り

出す「技術の企業」として、またKawasakl

ブランドでグローバルに事業を展開するエクセ

レントカンパニーとして、豊かな経営資源を

保有しています。

原子力分野においても、これらの総合技術を

生かして放射性廃棄物の減容処理システムの

実用化に取組んでいます。

《放射性雑固体廃棄物溶融炉

　実規模試験装置

　（AI方式高周波誘導溶融炉）

「1＜廃棄物の処理状況

　　（加熱時および溶融時の炉内状況）

團川崎重工
〒105－6116東京都港区浜松町2丁目4番1号（世界貿易センタービル）

　　　　　　　　　Tei　o3－3435－2331
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明目eo
　　擬鐵会社ユアデック

輩業内容／電気・情報通僑・空謁・衛生水刑・土木・建築

URL　htψ：〃wwwヴurtec．co．夏P／

本社／佃一匹宮城野区溜岡湾丁昌i－iTEしoa2（296）a1日　支祇／東京・胃森・岩手・秋出・山城・山形・禰鶴・新潟・北i毎道・横浜・大阪・中部

総合エンジニアリングカの

強化・充実、新規事業分野の開拓に

取り組んでいま嵐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＆膨7勿’

　　　　　　　　　　　　　　カプセルエッグドームハウジング

　　　　　　　　　　　　　　　監視カメラや通信機器等を楓1、爾、．一∫、

　　　　　　　　　　　　　　　温度変化等から防護する彗贈甘機器で、

　　　　　　　　　　　　　　　高姓能で安価な商品です。

　　讐
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　　　馨　

　　議

懲印

篭曇
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バイオガス発電・熱供給システム

ごみ処理場はもちろん、ホテル・食品工場など

から排出される生ゴミなどの有機牲廃棄物を

発酵分解し、発生したバイオガスを電気・熱な

どのエネルギーとして利用するシステムです。

　　　　電力・蕪業用プラントのトータルエンジニアリング企業

⑭東北発電工業株式会社

診・．
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讐

　1、
曳　　　　　駕

メタジ

発酵
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口
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竃
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スまで総合的にお手

伝いします。

　　　　ゴ轟醗，　蒙
　　　　　　　羅齢聾み麟、

　　　　　　　　　　薬難騨懸響琴

雛灘　麟
盈碗即排水浄化装置

砕石場や二i二木罷：楽現場の濁謬泳を効果的に浄化する装置

を開発。環境に配慮した装置として販売・り一スをしています。

本社／〒980－0804一台市青葉区大町二丁目15－29丁巳LG22（261）5431　URL　httρ：〃www．ミoha電じ，co、lp
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亀　　　（ブラントデータノイズ解析等）

●プラント週渡事故三板評価

●サフチャンネル解析評価

●構造設計・信頼性評価

　●放射化・遮藪解析評価

難一
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　TEPSYS炉心管理システム部は、東京電力の原子炉（BWR）の炉心管理を目的に

東電ソフトウェア株式会社（τSl）炉心優理システム部として1986年にスタートしま

した。1988年の福島第一原子力発電所1号機の受注から、順調に実績を重ね、現在は

董2基を担当しています。これは、実に国内のBWRの約4割に相当しています。

　2001年10月にTEPSYS炉心管理システム部として新たなスタートをきり、炉

心管理業務を充実させるとともに、関連技術にも力を入れ、●炉心監視システム

の開発導入●炉心安定性解析●プラント熱流動角聯●確率論的安全評価●プ

洲欄翻囎難解ﾁツを提穿難

● 昌　● o　　　●

2 ▲
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lSO　9001認証
　　　　　　　事業内容
②翻発電所の桐畑ナン腱設工事養鯉工事

◎変電所の建設工事●土木・建築工事の施工

O溶接工事◎保険募集に関する業務

お客さまの満足がモットーです

　　　　　　東電工業株式会社畿錫繍群薮翫聡翻
　　　　　　取締役社長　田　村　　尊　信　　http：／／www．todenkogyo．co．jp／

どこまでも

クオリティオリエンティッド

『クオリティ』を探究する
私たちはクオリティオリエンティツドのQgdです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キュード
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エネルギーとシステムのためのデザインとコンストラクション

　【建設、補修、検資診断、エンジニアリングサービス】

　火力・原子力・水力発電所設備、変電所設備
　一般電気設備、情報通儀システム、エレクトロニクス設備、給排水設備、空調設備

r
　
F

履

株式会社東京エネシス
TOKyO…三NERGY＆SYSTi三MS　INC，

〒旧5－0004東京都港区新橋6－9－7

費　〔〕3－4253－8981

htto：／／WWW．qtes．GO．Jp／
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静電浄油装置※（Electrostatic　Dust　Cleaner）は機械の腎臓

　　※危険物保安技術協会性能評価受検済（OCM－8000HP）

　　酸化生成物（スラッジ）を除去し、設備の
　　信頼性を向上させます。

　撫嬢籔照

擁戴

☆劣化した油は酸化生成物を多く
　含み、機械の故障の原因となり
　ます。

☆静電浄油装置（EDC）は電気力
　（電気泳動・誘電泳動）を利用
　し、酒中に分散している0．02
　μmまでの粒子を除去します。

静電浄油装置（EDC）の効果

☆設備の信頼性向上
　O腐食摩耗等の油圧／潤滑トラブルを防止
☆経費削減
　●フリクションロスを低減させ、省工ネ・省コストに貢献
　◎設備の信頼性向上による保全費用の削減
　0ブラッシング時間短縮による稼働率の向上
☆油の長寿命化
　O酸化劣化を抑制し、油の交換サイクルを延長、廃棄物低減に貢献

静電浄油装置（EDC）の主な機能

☆捕集璽量：叢大16kg（粒子径：≧0．02μm）
☆高性能コンピュータ搭載（タッチパネルで簡単操作）
☆油清浄度モニタ搭載（NAS　OO～12級）
☆水分モニタ搭載（0～999PPM）

関電興業株式会社　原子力本部営業グループ

〒531－8502　　　　大阪市北区本庄東2丁目9番18号

　　Tel：（06）6359－7420　　　　　　FAX：（06）6359－7566
　　Email：genshiryoku－honbu＠kanden－kogyo．cαjp
　　URL　：http：／／www．kanden－kOgyO．co．lp
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アトノクスは、その安全と安定した運転に欠かせない

さまざまなメンテナンス事業を展聞してい家す。

原子力発電所、療子爆料サイクル施設

ラシオアイソトープ（臼り事棄所などを対象に

放射性汚乗磐去、廃棄物処理、放射線蟹理

旛設の保守補修業務をはじめ

鍵の高いトータルメンテナンスを提供しています。

アトノクスはこれからも、人と地球を見つめ

安全清潔・便利さを追求し続け漆す。

『r）

厳
し
く

　　　　　　　　一一アトックス
　　　　　　　　ISO9001，忍闘rF取響｝
　　　　　　　　URL　htゆ〃www縦tox　co」P／
本　　　　　　　　キ土／〒104弓041棄京都中央区瓢雷234　ぞEし〔03＞55くひ7950　　F似〔03＞5銅128σ1

控甫槻セーター／〒277085手千葉漿拍市高田1408　芋εし（0叫＞71453330　FAX｛0ξ｝71453649

エネルギー産業を通じて

社会に技術で貢献する。

営業品目
火力・原子力発電プラント

石、由・化学・製鉄プラント

各種産業機械、環境対策機器

　上記設備の設計、建設、

　電気・計装工事及ひメンテナンス

◎日本建設工業株式会社　　　　　　　　http〃www曲・k・…ユP

本　社⑰104－0052東京都申リミ屡月島四J目12番5零TEL　O3（3532）7151㈹
神戸支社⑰652－0865兵｝・i・県ぞ｝｝1戸rb兵Ilif区小松通h］目1番16号（菱興ビル内）TEL　O78（681）6926㈹
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　　　　　　　　　　　環境放射能分析

輝融融醐恥遡》騰射能楽柵修
　　　　　　　　　　　　微量元素分析

財団法人　日本分析センター

Japan　Chemical　Analysis　Center

　会長平尾泰男
　理事長佐竹宏文
〒263－0002
躍　話　043－423・5325

FAX　O43・423－5372
URL　http：〃www．jcaαor．lp

お問い合わせば当センター総務部業務課へ

午葉県干葉市稲毛区山王町295番地3

管
lSO儒巴C17025日電試繊
城簗ρ野〔躍定鞭観脳弓｝

慶絢JCし㎜

環境試料の認定範圏に関する前処理から分桁・灘定
まで認定範翻の試験項目：

放射性ストロンチウム分析・ゲルマニウム半導体
検出器によるγ線スペクトロメトリー・放射性ヨウ

色分折

慮奪
　　lSO9001富食口録　　　　　　QSκCrE飢a乳lm
　諏PQA閲0717　　　　　　　　　　JA巳鐸匙晋号ROO3

品質システム審査登録鱗度に適合

該当製品又はサービスの範囲：

放射能分栃・灘定、放射能分析・測定
方法の開発、分析試料講製．分析比較の

調製及び積算線量計への基準照射

原子力ポケットブック

2003年版

下本書の特色囹

B6判／上製ビニール表紙装

★最新の役立つデータが満載ノ

★ページ数が増えて海外情報も充実

★索引項目を追加，

定価6，000円十税

　　　　　　　　　さらに引きやすく

★軽くて持ちやすい，便利なハンディサイズ

★一段と見やすく，読みやすく全面刷新

★調査・研究に即応する座右の書

　日本で唯一の「原子力データ集」

　本書は，1964年に初版を刊行して以来，今日までほぼ毎

年，最新のデータを反映した日本唯一の「原子力データ集」

として源子力関係者はもとより，エネルギーやマスコミに従

事する方々の座右の書として高い評価を受けてきました。

　2003年版では，従来からの内容を見直すとともに瀕繁

に利用される項目を重視し，編集作業を進めました。

　本書がより多くの方々の源子力という「第三の火」を

考える「燃料」としてご活用いただければ幸いです。

藤日本原子力麟鍼
東京都港区芝大門1－2－43　第一丁子家ビル

　冠03－5777－0754　　FAXO3－5777－0758
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胸
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あ、ここにも高砂の空気

大空間
空調技術

コンサートホールを出る。それでもまだ最後の・1’1；が胸の中で響いている。そんな醜しい爵をあな

たウ　エギにユゑんノごひうはヘノペはホ　ルぴ　　レレ　ワとコえこここてココはワおなえもタミ　　タぴ　　ロキになひうてドすニナごカゐらそウつ

嵩識繍織巳簗二∴・麟11〒爺轡工業
提供。高品質な’空気をお届けし、あなたの感動をあと押しします二本鞭〒廟．832τ璽京者粁代田区挿田賜胎4．2．g

原子力施設の
安全性の向上を
通じて、日本の
エネルギー問題
に取り組む
技術の東熱

東洋熱工業株試会社
本社・東京本店　営業部エネルギープラント課
毒104－8324東京都中央区京橋2－5－12容（03＞5250－4133FAX．（03）3561－5587

東海事務所
毒319－1112茨城票那珂郡東海村村松363叡（029）282－3856FAX．（029）282－3855
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〃》切ら¢ 明日の原子力のために

1観
　　　　　」

認痘 ●

し

閾機器・設備の除染・解体・撤去

團各種施設の運転・保守

團原子力・化学・一般機器、装置の

　設計・製作

團放射線計測器の点検・較正

圏環境試料の分析・測定

團各種コンピュータのメインテナンス

原子力技術株式会社
～しノCLεARτEC〃ノVOムOG　y＆ε～Gノ〈1εεR1～G　CO．，LτD．

本社・東海事業所　茨城県那珂郡東海村村松1141－4

　　　　　TEL　O29－283－0420

大洗事業所　茨城県東茨城郡大洗町成田町4002

　　　　　TεL　　O29－266－1487

東京事務所　東京都港区南青山6－8－15　」．House　101A

　　　　　TEL　O3－3498－0241

六ヶ所事務所　青森県上北郡六ヶ所村大字尾駁字野附61－7

　　　　　丁EL　O175－72－4526

テク訪ルセンター　茨城県ひたちなか市足崎西原1476－19

　　　　　T∈L　　O29－270－3631

　　　　　科学技術庁溶接認可工場　2安（原規〉第518号
　　　　　　　　　　　　　　　2安（核規〉第662号

　　　TOTAL　CASK　ENGINEERING

WE　CAN　PROVIDE　EVERYTHING　ON　CASK　TEC｝INOLOGY

　　　　　　□RESE、4　RC刀（豊DEレE五〇P紘EIV7’

　　　　　　［］z）器αv＆孟潮五臨s

　　　　　　コ∫弱β！召α47YαV＆フES7刀VG

　　　　　　□OPε児47YON（危ル狙刀＞TEN、42VCE

株式会社オー・シー・エル
本　　　社

大阪事務所

六ケ所事務所

東京都港区西新橋2丁目11番6号ニュー西新橋ビル6階
〒105－0003　T慈LO3－3502－0126　FAXO3－3502－0129
大阪市北区中之島6丁琶2番40号　中之島インテス19階
〒530－00G5　TELO6－6225－9510　FAXO6－6225－9540
青森県上北郡六ヶ所村大字尾駁字沖付4－74
〒039－3212　τEむ0175－71－1093　FAX　O　175－71－1071
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財団法人温水養魚開発協会

理事長植村正治

東京都港区芝大門1丁目2番13号

TELO3－5777－0835
FAXO3－5777－0836
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rアトムズ・イン・ジャパン（AIJ塑は、日本原子力産

業会議が編集・出版する英文月刊誌。産業界から政・

官の動きまで原子力関係のニュースを網羅し、他の経

済・産業こユースも包括。他国の原子力関係の動きを

日本の立場から眺めた論説等も掲載し、国内外から高く

評価されている。

2003年版のrAIJ』はCD－ROM版もございます。御注文

の際は下記にご連絡下さい。

螺社団法人日本原子力産業会議

　　　情報・調査本部　第歪グループ

　　　東京都港区芝大門1－2－13　第一丁子家ビル1F
　　　Tel：03－5777－0754（直：通）　Fax：03－5777－0758
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株式会社インターナショナルクリエイティブ

本社　東奈都港区芝1－5－10K：ビル　TELO3－5443一刀81　FAX　O3－5443－7191

大阪営業所／札幌営業所／福爾営業所／東京技術開発センター／四番町オフィス ※お問合せ先［本社営業部：齋藤］

　　　　　　　　　　　　　テキスト、図叛・窓嚢などのデータをデータベ鳶ス化縛ることにより、書籍、雑誌などの緩媒鯵やパッ

⑱離離攣購繍㌶畿驚課1篇囎臨）」．
　三i藁統合三田線システム　　提唱しています。　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1じ　．　　㌧こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≧細＼乞拶．．抑、㌧♪　㌧
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水冷媒の時代へ 轟轟陥卿
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上水のいらない水冷媒ターボ麗麗機です。
従来の冷凍機の役割を越え、造水機能を持っており、冷水欝欝給水

の節水に大きく寄与します。水冷媒ターボ冷凍機を利用した世界初

の氷蓄熱システムか弊社つくば総禽研究所内に稼動中。

地球環境対応

水冷媒夕一ホ冷凍機は、地球潟

暖化係数セロ、オソン破壊係数

セロの水冷媒を使用している

ノンフ日ンの冷凍機です。

高効率運転

効率面ても他の追随を許

さない、氷蓄熱てのシス

テムCOP35以上を騒指
し家す。

雇

」

熱蓄慶密高

雛
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難
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真空て直接製氷した麺の

小さな氷は、搬送牲、解

氷性に優れ、IP暮の高い

氷霧熱を実現します。
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←水スラリー

　　　　　　　　　　　水、＝遡鷹
水冷媒夕一ホ冷凍機による水薔勲システム

“環境の世紀”にふさわしい技衛を提供する
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鉄鉱1立プラント
〒1010047棄寧都千代田区内神随1114（日立鎌倉橋別館〉歌G332928111（番号案内）

＠札　幌（Oii＞737i330⑧紬　台（022）2633261⑧糞　亭（03）52810121＠横　薄（045）弓511551
⑫名古屋　 052＞26筆　933茎　蟻溝　　阪　（06＞6266　等931　⑧広　　属　（082＞2492轟6〔｝　⑧芋邑　　岡　曳092／262ア6GO

紹立フラノトの会社済報はイノターマノトてアクセスてきます。

　　　　　　　　http〃www　hltachlplant　hbl　ne　jp
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元窺｛巧《鞭
　　　　　人亀兜響求も

東芝の技術者一人ひとりのおもいは安心して暮らせる環境と本当に

豊かな社会。私たちは21世紀の社会を支える安定した電力源原子力

の開発に全力で取り組んでいます。

東芝の原子力畢業部は人間韓璽を墓恋として限りない技術革新を遣め

より霞い地球環墳の実瑚と社曼の雛展に霞慰します。

　株式会社東芝篭力．社会システム社原子力事業部

〒葦05－8001東京都港区芝浦1－1－1　蹴話（G3）3457－3667

れttp：〃www3．toshlba，co．lp／power／

阪『◎SH脇A
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‘

　　　　　地球の大気はきわめて薄く、いわば、
　　　1
　　　　　地球をやさしく包む肌のようなもの。
　謡　’

　　　　　温暖化による発熱症状、地球の肌の

“ほてり”を抑えるには、省エネルギーや新エネルギ

ーとともに、CO2を排出しない原子力がよく効き

ます。美しい地球を健康のまま末来にのこすために、

私たちは、これからも安全で信頼できる原子力発

電プラントを提供してまいります。

琴。　　卿篇 藷　幕三

三菱重工業株式会社

本社　漂子力事業本部　〒108－8215　東京都港区港南2－16－5費（03）6716－3111支ネ止関西／中部／九州／北海道ノ中国／東北／北陸／四国

発行　社団法人　日本原子力産業会議
　　　〒105－8605　東京都港区芝大門1－2－！3第∵丁子家ビル

印刷　三美印刷株式会社

Tel．03－5777－0751


